2016年6月9日～10日
世界平和度指数、日本９位＝「紛争と無縁」－国際シンクタンク
　国際シンクタンクの経済平和研究所（本部シドニー）は８日、各国の平和を数値化した２０１６年版の「世界平和度指数」報告書を公表した。日本は１６３カ国・地域中９位。英紙インディペンデント（電子版）は報告書に基づき、「現実に紛争と無縁なのは、世界で日本など１０カ国だけだ」と報じた。
　平和度指数は国内対立による犠牲者数、一定の人口当たりの殺人件数、国内総生産（ＧＤＰ）に占める軍事支出など２３項目を基に算出。国・地域別のトップはアイスランドで、上位１０カ国のうち７カ国を欧州諸国が占めた。
　最下位の１６３位は内戦が続くシリアで、南スーダン、イラク、アフガニスタン、ソマリアが続く。北朝鮮（１５０位）、ロシア（１５１位）、ウクライナ（１５６位）も下位に沈んだ。
　報告書によれば、１５年の全世界の紛争や暴力による経済的影響は前年比２％減の１３兆６０００億ドル（約１４５０兆円）で、１４年の全世界のＧＤＰの１３．３％に相当する。（時事通信2016/06/10-01:01）
政治と報道の自由考える集会「権力を監視しチェック」
NHK6月9日 20時53分
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政治と報道の自由について考える集会が９日夜、東京で開かれ、参加したジャーナリストから「メディアは権力を監視し、暴走を防ぐことが使命だ」といった意見が相次ぎました。
弁護士などの団体が開いた集会には、主催者の発表でおよそ３４０人が集まり、毎日新聞特別編集委員の岸井成格さんが講演しました。
　岸井さんは「戦後のメディアは戦争に加担した反省から、『権力は必ず腐敗し暴走する』ということを格言として引き継いできた。権力を監視し、暴走を防ぐことが使命である」と指摘しました。
　また、集会では電波法に基づき電波の停止を命じる可能性に関する、高市総務大臣のことし２月の国会答弁について、「政治権力の側に自分たちの批判を許さないという空気が、当たり前のように広がっているのではないか」といった意見が出ていました。
　集会では最後に、「政治権力が『政治的に公平』かどうかを判断することはあってはならない。権力の介入や攻撃に対して、すべてのメディアが連帯し、跳ね返すことが大切だ」などとするアピールを採択しました。
しんぶん赤旗2016年6月10日(金)

憲法９条は仏の願い　世界各国の宗教者ら平和行進　大阪
　日本国憲法９条を堅持し平和な世界をつくろうと、世界各国の宗教者たちが９日、大阪・御堂筋で平和行進を行いました。「憲法９条は仏の願い」と声を上げ、戦争法の廃止と憲法９条改悪に反対を訴えました。

　参加者は、「変えてはならない法がある」「戦争協力二度とせん」とコール。それぞれの宗教・宗派を象徴する服装でデモ行進しました。

　デモに先立ち８日、大阪市内で公開講演会が行われ、高橋哲哉・東京大学大学院教授が日米安保条約や沖縄の米軍基地の存在にふれながら憲法９条の意義を力説しました。

　高橋氏は、沖縄県で相次ぐ米軍の犯罪・事件を受け、基地撤去こそが沖縄県の民意になっていると強調。米軍基地をなくすことで憲法９条がさらに生きてくると述べました。

　そのうえで、９条の精神を完全に実施するためには、日米安保条約を日米平和友好条約に変え、日本が東アジア諸国との間に信頼関係を醸成したうえで米軍に依存しない安全保障体制をつくることが重要だと語りました。
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（写真）戦争法の廃止と憲法９条改悪に反対を訴える宗教者たち＝９日、大阪市


　アジアキリスト教協議会総幹事のマシュー・ジョージ氏は、安倍晋三政権による海外への武器輸出は、憲法９条の精神をないがしろにするものだと厳しく批判しました。

トランプ氏の外交政策を議論…メア氏と渡部氏

読売新聞2016年06月09日 23時28分

　米国務省の元日本部長ケビン・メア氏と渡部恒雄・東京財団上席研究員が９日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、米大統領選共和党指名候補に確定しているドナルド・トランプ氏（６９）の外交政策について議論した。

　トランプ氏が在日米軍駐留経費の全額負担を日本に要求する発言を繰り返していることについて、メア氏は「日本が同盟関係にどれだけ貢献しているか、日本は説明しなければならない」と注文した。また、経費負担の面だけでなく、米軍における運用上の貢献について強調するべきだと促した。

　渡部氏は「トランプ氏には、東アジアをよく知る外交スタッフがいない」と指摘。最終的には共和党の専門家に頼むことになるとの見通しを示した。

安倍首相 　「立法府の長」発言を訂正…議事録では行政府
毎日新聞2016年6月9日　19時54分（最終更新　6月9日　19時54分）
　安倍晋三首相が、自身の立場を「立法府の長」と説明した衆院予算委員会での答弁を訂正していたことが９日、分かった。これを受け、予算委の議事録では「行政府の長」と修正されている。 
　首相は５月１６日の予算委で、保育士の処遇改善法案の審議入りを求めた民進党の山尾志桜里政調会長に対し「議会の運営を少し勉強した方がいい。私は立法府の長だ」「立法府と行政府は別の権威だ」などと発言した。 
　その後、政府は「単なる言い間違いであることは明白だ」とする政府答弁書を５月２７日の持ち回り閣議で決定した。 
しんぶん赤旗2016年6月10日(金)

「立法府の長」発言を削除　安倍首相、反省なく議事録で

　国会答弁で「立法府の長」と言った安倍晋三首相の発言が、衆院国会議事録で「行政府の長」に修正されていることが９日までにわかりました。

　問題になっていた首相発言は、民進党の山尾志桜里議員の質問への答弁（５月１６日、衆院予算委員会）です。

　安倍首相は同１７日にも、戦争法強行採決時（昨年９月）の議事録について福山哲郎参院議員の質問に対し、「立法府の、私としてはお答えのしようがない」と答弁していました。この「立法府」の言葉は議事録に残されたままです。

　「立法府の長」発言について、単なる言い間違いではないとネット上の投稿で話題になりました。

　安倍首相は、憲法の枠組みに反する政治をしてはならないという立憲主義を破壊し、憲法違反の戦争法を強行しました。さらに、安倍政権は憲法に違反することをためらわない姿勢をいくつも示しています。野党５党が昨年１０月に、憲法５３条基づいて臨時国会の召集を求めましたが、政府・与党はそれをにぎりつぶしてしまいました。高市早苗総務相は「政治的不公平」と大臣が判断すれば、放送局の電波を停止できるとまで発言し、内閣をあげて高市氏の発言を擁護しました。

　こうした姿勢に照らすならば、言葉の間違いで済む問題ではありません。「立法府の長」発言は削除・修正したものの、立法府と行政府の区別もつかなかった認識に反省がなければ、大変危険な首相と言えます。

尖閣接続水域に中国軍　政府、米と連携確認…ＮＳＣで協議
毎日新聞2016年6月9日　23時45分（最終更新　6月10日　00時43分）
　政府は９日夜、首相官邸で国家安全保障会議（ＮＳＣ）を開き、中国海軍の艦船１隻が沖縄県・尖閣諸島の接続水域に初めて入った事案について協議した。情報を分析し、引き続き尖閣周辺海域の警戒監視活動を継続することや、米政府と緊密に情報交換し、連携していく方針を確認した。 
首相「警戒監視に万全を」　中国艦の尖閣航行でＮＳＣ 
日経新聞2016/6/9 20:23 (2016/6/10 1:17更新)
　安倍晋三首相は９日夜、中国海軍の艦船が同日未明に沖縄県・尖閣諸島周辺の接続水域を航行したのを受け、関係閣僚と国家安全保障会議（ＮＳＣ）の関係閣僚会合を開いた。中国への対応を協議したほか、東シナ海で米国と連携して対応する方針を確認。首相は「警戒監視に万全を期してほしい」と指示した。
　米国防総省当局者は同日、「日本政府から情報提供を受け、緊密に連絡を取り合っている」とした。
　閣僚会合には、菅義偉官房長官や岸田文雄外相や若宮健嗣防衛副大臣も出席。自衛隊制服組トップの河野克俊統合幕僚長らから事態の経緯を聞き、情報を共有して状況を分析した。
　これに先立ち、菅氏は記者会見で「わが国の領土・領海・領空を断固、毅然と、冷静に守る」と強調した。河野氏は中国艦船が今後、領海に入った場合の対応について「そういう事態にならないようにしたい」としたうえで、「万が一そうなった場合は、それ相応の対応はする」と語った。
　中国艦船が領海に侵入するなど日本の安全を害する場合、政府が海上警備行動を発令し、自衛隊艦船が退去要求などをすることになりかねない。緊張した事態の見通しを示して中国側をけん制した。
　中国国防省は９日、日本経済新聞の取材に「釣魚島（尖閣諸島の中国名）は中国固有の領土だ。わが国の管轄海域で航行するのは合理的であり合法だ」と指摘した。
　日中両政府は、自衛隊と中国軍が海上や上空で偶発的に衝突しないようにする「海空連絡メカニズム」の運用開始に向けた協議を進めている。菅氏は９日の記者会見で「不測の事態を回避するため、メカニズムの早期運用開始が急務だ」と指摘した。
米などと連携し警戒・監視 政府がＮＳＣで確認
NHK6月9日 20時29分
政府は中国海軍の艦艇が沖縄県の尖閣諸島周辺の接続水域に初めて入ったことを受けて、９日夜、総理大臣官邸でＮＳＣ＝国家安全保障会議の４大臣会合を開き、アメリカなどと緊密に連携し、警戒・監視に万全を期すことを確認しました。
９日午前０時５０分ごろから午前３時１０分ごろにかけて、沖縄県の尖閣諸島の周辺海域で、中国海軍のフリゲート艦１隻が日本の領海のすぐ外側にある接続水域に入ったほか、ロシア海軍の駆逐艦など３隻も付近の接続水域に入りました。
　尖閣諸島の領有権を主張する、中国の海軍の艦艇が接続水域に入るのは初めてとなることなどを踏まえ、政府は９日午後７時から、総理大臣官邸で安倍総理大臣をはじめ、岸田外務大臣や菅官房長官らが出席して、ＮＳＣ＝国家安全保障会議の４大臣会合を開きました。
　会合では、外務省や防衛省から中国海軍の艦艇が接続水域に入った状況や、その後の動向など、これまでに入っている情報について報告を受け、情報の共有を図りました。そして、引き続き関係省庁が連携して、さらに情報の収集や分析を進めるとともに、アメリカなど関係国と緊密に連携して、不測の事態に備えて、警戒・監視に万全を期すことを確認しました。
産経新聞2016.6.9 09:11更新 
【群馬「正論」懇話会】「９条は憲法違反だ」「平和を願うだけの憲法ではダメ」「ＧＨＱに洗脳されたマスコミ」…ケント・ギルバート氏の熱弁は止まらなかった
　群馬「正論」懇話会（金子才十郎カネコ種苗会長）の第４１回講演会が８日、前橋市日吉町の前橋商工会議所会館で開かれ、弁護士でタレントのケント・ギルバート氏が「米国人から見た憲法論議の不毛」と題して講演した。ギルバート氏は日本国憲法を「平和憲法ではなく平和を願う憲法」と評し、前文などで規定した国民の生存権を否定しかねない９条２項を「憲法違反だ」と断定、自立した日本を作るために憲法改正を訴えた。産経新聞の「正論路線」と雑誌「正論」に共鳴する会員らが真剣に耳を傾けた。

日本の憲法について語るケント・ギルバート氏＝８日、前橋市日吉町の前橋商工会議所会館 
　ギルバート氏は大戦後、ＧＨＱ（連合国軍総司令部）の民政局がマッカーサー最高司令官の指示のもと、１週間余で作成した経緯を説明し、現憲法について批判をまじえて語った。
　「私の憲法に対する評価は、こんな短期間に作ったものとしては、そんなに悪くない、です。まあ、あんなもんでしょう。ただ、服に例えるなら、既製品。高島屋に頼んだオーダーメードのスーツじゃない。いわばユニクロのチノパン。使えるけれど特徴がない。ただ、このチノパン、よく見るとワケありで、ほころびや穴がある。
　まず、第１条。『天皇は日本国の象徴』とある。象徴という法律用語も法律概念もない。本来は元首。さらに大きな穴がある。９条２項。『前項の目的を達するために陸海空軍その他の戦力はこれを保持しない』とある。どうやって国を守るのか。そして、この９条２項は憲法違反であるというのが私の考えです。
　現憲法前文に『日本国民は、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼し』とある。この諸国民でどこ？　中国と北朝鮮？　自分たちの国の運命を他国に託すという話で非常におかしい。ただ、変な箇所を除くと、主語は『日本国民』で、述語は『われわれの安全と生存を保持しようと決意した』です。これが憲法前文の目的、いわば憲法の目的なのは明らか。そして、１３条には『（国民の）生命、自由、及び幸福追求権』について書かれ、２５条には「すべての国民は健康的文化的な最低限度の生活を営む権利を有する』とある。生存権と呼ばれるが、いざというときに国民の生命を守らず見捨てることを国に強制する９条は生存権の期待を台無しにし、憲法の精神に反している。だから憲法違反なんです。
　中にはこういうことを言う人もいる。『９条はどんな事態にも決して武力に頼らず万事平和的交渉で解決できる理想的な国家にしようと考えた規定だ』『日本のやり方を世界に広めよう』『９条を世界遺産にしよう』。妄想もここまでくると新興宗教の教義のようだ。米国人の１人として断言する。現実はそんなことではなく、ただ単に日本を弱い国にしたかったから９条を作った。簡単に言えばペナルティー、制裁。もっと言えば強すぎた日本から男性器を去勢した宮刑、それ以外の何ものでもない。早く目を覚まして欲しい。米国のプロパガンダで、これを広めているのが日本の憲法学者だ」
　続いて憲法をめぐる言論状況について触れたギルバート氏は、ＧＨＱによるマインドコントロールとして、ＷＧＩＰ（ウオー・ギルト・インフォメーション・プログラム）に言及。武士道などの道徳心を徹底的に破壊し日本人の精神を貶めようと自虐史観を植え付けたとした。具体例として３０項目にわたるプレスコードを駆使し徹底的な検閲制度によってＧＨＱに代わって日本のマスコミ（ラジオ、活字、映画）に日本人を洗脳させようとしたと指摘した。３０項目として、禁止事項で（１）ＧＨＱへの批判（２）東京裁判への批判（３）ＧＨＱが憲法を作成したことの報道（４）米国はじめ連合国への批判（朝鮮人も含まれた）（５）神国日本の宣伝（６）占領軍兵士と日本女性との交渉－などを挙げ、以下のような見解を展開した。
　「当時の機密文書が最近、１次資料でどんどん出ている。（英文資料の映像を示した上で）これは新聞や出版に関する文章で、ここに『ＣＩＥ』とあるが、民政局のこと。つまりＧＨＱがこういうことを書かせたという報告書で、本の名前がズラリ出てくる。１つ挙げると、民政局が英語で書いた『太平洋戦争史』を日本語に翻訳して数万部売れた、と書いてある。
　次にラジオ。ＮＨＫの『真相はこうだ』という戦後すぐに作られた番組がある。これについて『戦争の歴史的事実をドラマ化したラジオ番組』とある。この中で、あの南京大虐殺が最初に紹介されている。アメリカの作り話として。台本は民政局が書いた。そういう資料があって、『真相はこうだ』の台本自体も入手できた。そこには『作者　民政局』と書いてあった。
　それで、日本はどうなったか。まず愛国心。なくしてはいないけれど表現してはならないと思うようになった。口に出すと右翼と思われるという具合だ。次に自虐史観。ＷＧＩＰが端緒だが、これを継続して行ったのが日教組。とにかく日本はだめな国で昔、悪いことをした、外国に申し訳ないことをしたと言い続けている。
　さらに道徳教育を止めたことで個人倫理の低下がみられ、自立心が欠乏し依存症を起こしている。国自体がアメリカに依存している。私がいやだなと思うのが権威依存症で、有識者が言うと、なんでもすぐ信じてしまう。そこで先ほど触れた憲法学者です。
　私は日本にいる憲法学者のほとんどは憲法学者ではないと思っている。憲法学者とは何か。そこに何が書いてあり、どんな意味かを説明する人たちではない。日本の憲法学者はこれ。それを学者とは言わない。憲法学者とは、憲法とはどうあるべきか考え、論じることができる人のこと。日本の学者は全然考えていない。本来、自衛隊は持ってはならないと書いてある、では自衛隊はだめ、はい、以上、終わり。それで、どうするんですか。その憲法がどうあるべきか論じられる人が日本にはほとんどいない。なのに国民は、その人たちの言うことを正しいと信じる。それではだめなんです
　平和憲法は効力を発揮していない。だから平和憲法ではなく、言わば『平和を願う憲法』。それを維持させ続けているのが日本の放送、マスコミです。ＷＧＩＰを通じて彼らはＧＨＱが望むように日本の世論をつくるよう強いられた。世論をつくることが自分たちの使命だと勘違いした。洗脳されたのは彼らです。
　沖縄の代表的新聞の記者が、ある記事を書こうとして「そんな記事を書いて世論が許しますか？」と問われ、「いやいや、世論は俺たちがつくるものだ」と言い放った。そういう態度です。今はＧＨＱがいないから自分たちが決めて国民に押しつける。これは全体主義ですね」
この後、安保法制を巡るＴＢＳキャスターの発言を巡り、ギルバート氏ら有志が放送法遵守を求め「放送法遵守を求める会」を設置し、意見広告や質問状を出すなどの行動に出たことを説明。放送内容がいかに偏っていたか、数字を挙げて訴えた。
　「私が言いたいことは、自分たちマスコミが、このようにして世論を支配していると考えている、この傲慢さ。これは全体主義だ。
結論に入ります。憲法改正について話し合うどころか話題にすることさえいけないという時代が長すぎた。そろそろ国民も目を覚まし始めている。憲法を改正し、日本が大国として相応しい責任を果たすことが期待されている。日本は大国なんです。面積、経済、人口からいっても立派な大国。
　誰も戦争しようなんて言っていない。戦争したい人なんていますか？　いないでしょ。私も戦争反対。今度、戦争反対のデモをしようと言っている。中国大使館の前でやります。戦争にならないよう準備することが大事なんです。日米がもっと協力して。いや東南アジアをはじめ、みんな協力したいんです。
　自立した日本を実現しましょう。ありがとうございました。
　　　　　　　　　　　　　◇
　講演を聴いた前橋市の会社役員、今井紀之さん（６２）は「憲法を勉強して、日本の現状にあった憲法に変えていく必要性を感じた」と話し、富岡市の無職、松井俊雄さん（６８）は「少しずつでも改正していってほしい。世論では改正支持率が低い、どうすれば上がっていくのか」と語った。
　　　　　　　　　　　　　◇
　ケント・ギルバート　１９５２（昭和２７）年、米国アイダホ州出身。学生時代の昭和４６年に宣教師として来日。１０年後に再来日すると、弁護士活動の傍らバラエティー番組にレギュラー出演、一躍有名に。その後も日米比較論などの講演活動を行い、最近は慰安婦問題や歴史認識問題、憲法改正で積極的に発言、注目を集めている。著書に「まだＧＨＱの洗脳に縛られている日本人」「中国・韓国との歴史戦に勝つ！」など多数。
防衛相 東南アジアの軍の能力向上へ支援拡充
NHK6月10日 4時59分
東ティモールを訪問している中谷防衛大臣は、自衛隊の技術指導によって建てられた海軍基地の兵舎などを視察したあと、記者団に対し、自衛隊による東南アジア各国の軍隊の能力向上に向けた支援は、地域の平和と安定に資するとして、拡充していく考えを示しました。
東南アジアを歴訪中の中谷防衛大臣は９日、東ティモールを訪問していて、自衛隊が施設の建設などの技術指導を行っている海軍基地で、海軍の司令官の説明を受けながら、去年建てられた兵舎などを視察しました。
　このあと中谷大臣は記者団に対し、「軍隊の能力構築に向けた支援は、わが国との関係を強固にすると同時に、東南アジア地域の平和と安定にも資するので、引き続き、活動を継続、発展していきたい」と述べ、自衛隊による東南アジア各国の軍隊の能力向上に向けた支援を拡充していく考えを示しました。
　東ティモールを日本の閣僚が訪れるのは、中谷大臣が防衛庁長官の時以来で１４年ぶりです。
くらし・アベノミクス、安保法制、原発、憲法　４つの争点を見極める

東京新聞2016年6月10日 朝刊

 　二〇一四年十二月の衆院選から一年半あまり。日本は変わった。「アベノミクスは結果を出している」と、安倍晋三首相は言う。確かに有効求人倍率は改善し、中小企業の倒産は減った。その一方、貧困にあえぐ子ども、奨学金を返済できない若者、低い賃金で働く非正規労働者、貯蓄が底をつき頼る人もいない高齢者ら、アベノミクスの恩恵を受けない人たちの苦悩が全国から伝わってくる。

　昨年九月に成立した安全保障関連法は、他の国を守るために海外で武力を使う道を開いた。与党はこれで日米同盟が強化され、日本は安全になったと強調する。しかし本紙アンケートでも明らかなように、この法律は憲法学者の約九割が違憲と指摘し、今も国民の多くが反対している。野党が提出した廃止法案は、国会では一分の審議もされていない。廃止法案を提出した勢力である四野党は、参院選で三十二の一人区すべてに統一候補を擁立した。国会で不発だった論戦は参院選に引き継がれる。

　原発は、一年半の間に再稼働が続き、今は九州電力川内（せんだい）原発の二基が動いている。東日本大震災から五年以上たったが事故を風化させることは許されない。参院選は原点に返り原発の是非を問う機会となる。

　これらの問題を包含するのが憲法だ。憲法は国民のくらし、平和、安心を守る。そして権力の暴走を縛る立憲主義の精神が貫かれている。その憲法を安倍首相は一八年九月までの自民党総裁任期中に変えたいと考えている。改憲には衆参両院で三分の二以上の賛成で改憲原案を可決し、国民投票にかける必要がある。衆院に続き、参院で自民、公明、おおさか維新の会、日本のこころを大切にする党の「改憲勢力」が三分の二を得るか。大きな焦点となる。

　今回からは十八、十九歳の若い二百四十万人が有権者に加わる。「くらし・アベノミクス」「安保法制」「原発」「憲法」の四争点を中心に皆で考え、見極め、明日を選ぶ一票を投じる日はちょうど一カ月後、七月十日に来る。
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参院選まで１カ月　焦点の１人区、与野党が総力

東京新聞2016年6月10日 朝刊

 　参院選は七月十日の投開票まで一カ月となった。安倍晋三首相（自民党総裁）は九日、山形県入りして遊説。これまで足を運んだのは勝敗を左右する一人区だけだ。三十二の一人区すべてで野党統一候補を立てる民進、共産、社民、生活四党幹部も一人区を積極的に回っており、焦点の一人区で総力を挙げた舌戦が展開されている。　（木谷孝洋）

　首相は山形市での演説で、山形選挙区から立候補予定の無所属の野党統一候補について「民進党、共産党のどちらの考え方に賛成するのか、はっきり示すべきだ」とけん制した。

　首相は今月三、四両日に被災地視察として福島、大分、熊本を訪問。八日に山梨、この日の山形と、五県続けて一人区を選んだ。十日に訪問予定の奈良、三重両県も一人区だ。

　民進党の枝野幸男幹事長も九日、一人区の石川に入り、金沢市内で街頭演説。「自民党王国の石川で風穴をあける意味は大きい」などと訴えた。共産党の小池晃書記局長も九日、一人区の宮城、福島で支持を訴えた。

　野党四党は八日には新潟県長岡市で、共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎共同代表らがそろって共闘態勢をアピールしている。
舌戦・参院選（９日）【１６参院選】
◇野党は批判、批判、批判…
　安倍晋三首相（山形市で街頭演説）　この参院選、最大の争点は経済政策だが、野党は批判、批判、批判、批判ばかりだ。口を開けば「アベノミクスは失敗した」と。果たして本当にそうか。この３年半、雇用を増やし、有効求人倍率も高い水準だ。まだまだ道半ばだが、アベノミクスのギアをもっと上げ、エンジンを力強く回し、前に進んでいく必要がある。
◇首相はへ理屈でごまかし
　民進党・野田佳彦前首相（大阪市で街頭演説）　安倍晋三首相はアベノミクスを依然として自画自賛している。では、なぜ消費税率を引き上げられないのか。自信を持って国民の皆さんにお願いすればいいではないか。ところが、まっとうな答えを見いだせない。へ理屈ばかりでごまかした。「アベノミクスはうまくいっているけれど世界経済にリスクがある」。それは世の中には通用しない議論だ。
◇ＴＰＰで日本経済破壊
　共産党・小池晃書記局長（仙台市で街頭演説）　安倍晋三首相はなぜ環太平洋連携協定（ＴＰＰ）をやるのか。農業も漁業も壊したら、日本の経済は破壊される。国会では黒塗りの資料が出てきた。黒塗り資料で「白紙委任しろ」と言うのは、あまりにも無責任な話だ。
◇安保法はクーデター
　社民党・吉田忠智党首（山口市の集会で）　憲法違反の戦争法（安全保障関連法）は、自衛隊が密接な国と一緒にいつでも海外に出て行くという法律だ。憲法９条を事実上骨抜きにした。憲法のクーデターと言わざるを得ない。
◇首相こそ案がない
　民進党・枝野幸男幹事長（石川県内灘町で街頭演説）　安倍晋三首相は口を開けば野党を批判し、「対案がない」と言うが、冗談じゃない。子育て支援の充実、雇用の安定と賃金底上げ、老後の安心が３本の柱と一貫して訴えている。われわれが提案しても、数の力で審議すら応じないのは首相だ。同一労働同一賃金も具体的なことを言わず、われわれの案を見出しだけパクった。そちらこそ案がないじゃないか。（時事通信2016/06/09-21:12）
首相“安保法廃止すれば日米同盟は覆される”
NHK6月9日 18時03分
安倍総理大臣は山形市で街頭演説し、去年成立した安全保障関連法によって日米同盟は強化されたと意義を強調したうえで、法律を廃止すれば同盟関係は根底から覆されるなどと述べ、廃止を目指す民進党や共産党などをけん制しました。
この中で安倍総理大臣は、去年成立した安全保障関連法について、「平和安全法制の成立によって、日本を守るために日本と米国がお互いに助け合うことができる同盟になった。ともに助け合うことができる同盟は絆を強くする」と述べ、意義を強調しました。
　そのうえで、安倍総理大臣は「平和安全法制を民進党も共産党も廃止しようとしている。廃止をすれば日米同盟関係は根底から覆され、信頼の絆はなくなる。こんな人たちに日本の未来を、子どもたちの平和と安全を託すわけにはいかない」と述べ、民進党や共産党などをけん制しました。
　また安倍総理大臣は、民進党や共産党など野党４党が、今月２２日に公示される参議院選挙に向け、全国に３２ある「１人区」のすべてで候補者を一本化したことについて、「当選したらおそらくどっちかの党に入ると思うが、共産党か民進党か分からない。それは無責任だ」などと批判しました。
「共産党をなめない方がいい」　自民・石破氏
朝日新聞デジタル2016年6月10日01時13分
■石破茂・地方創生相
　私はね、杞憂（きゆう）かもしれないけど、知らず知らずのうちに（民進党が）共産党に乗っ取られるようなことは頼むから勘弁してもらいたい。やはり、そこはあまり共産党をなめないほうがいいですね。私はずっと、予算委員会や自分の所管委員会で聞いててね、共産党の言っていることは昔みたいな教条主義じゃなくなりましたよね。軍事費削って福祉に回せとかね、そういう話はなくなってきた。一般の人がフレンドリーな感じを持つようになってきた。
　でも、本質が変わったとは、私はあんまり思っていないんでね。選挙に勝つために共産党と組んだってことが、やがて乗っ取られるようなことがあれば、日本の国にとってものすごく不幸だよね。それだけは勘弁してね、というのがありますね。（ＢＳフジの番組で）
産経新聞2016.6.9 23:45更新 
【２０１６参院選】「共産党をなめるな。乗っ取られるのは勘弁だ」　石破茂地方創生担当相が民進党の将来を危惧
　石破茂地方創生担当相は９日夜のＢＳフジ番組に出演し、参院選で１強打破に向けて共産党と共闘する民進党の将来を危惧する一幕があった。「杞憂かもしれないが、知らず、知らずのうちに共産党に民進党が乗っ取られることは勘弁してくれ。共産党をなめないほうがよい」と述べた。
　石破氏は共産党が以前と比較して教条主義的な主張をしなくなったと指摘した。その上で「一般の人が（共産党に）フレンドリーな感情を持つようになってきたが、本質は変わっていない。選挙に勝つために共産党と組んで、やがて乗っ取られるようなことは日本の国にとって『それだけは勘弁してね』という思いがある」と強調した。
　番組には共産党を一時、「シロアリ」と揶揄した民進党の前原誠司元外相も出演し、同党の“共産化”を懸念する石破氏の指摘を神妙な面持ちで聞いていた。
公明、「平和の党」は偽り＝志位共産委員長が批判【１６参院選】
　共産党の志位和夫委員長は９日の記者会見で、公明党が参院選公約に安全保障関連法などを通じた国際貢献を盛り込んだことに関し、「これまで『平和の党』を標ぼうしてこられたようだが、完全に偽りだとはっきりした」と同党を批判した。
　公明党の公約は、集団的自衛権行使を認める安保法に関し、「不断の外交努力と平和安全法制の両輪で、戦争を未然に防ぐ抑止力を高め、国際社会の平和と安全に一層の貢献を果たす」と明記した。　
　これについて志位氏は、公明党が当初は集団的自衛権行使に反対していたと指摘。同党の方針転換を「非常に罪が深い」と断じた。（時事通信2016/06/09-20:28）
自公、７選挙区で競合…民共は全複数区で対決

読売新聞2016年06月09日 09時16分

　参院選は、全４５選挙区の構図がほぼ固まった。

　改選定数３～６の九つの複数区のうち、自民、公明両党は７選挙区で競合する見通しだ。自民党はこのうち５選挙区で公明候補を推薦しており、安倍首相が勝敗ラインに掲げる与党で改選議席の過半数獲得に向け、両党の連携が進むかが焦点だ。

　自公両党の幹事長、選挙対策委員長は８日、複数区の対応を協議した。競合する７選挙区のうち、自民党が公明候補を推薦した埼玉、神奈川、愛知、兵庫、福岡の各選挙区で、首相や自民党幹部が公明候補の応援に入る方針を確認した。

　公明候補への推薦については、自民党の各県連内で公明党に票を奪われることへの懸念も根強かった。公明党内には、大半の１人区で自民候補を推薦することへの見返りが不十分との不満があったことから、党本部が公明候補への推薦を決めた。８日の会議で、公明候補応援に首相らを投入することを確認したのは、１人区での公明党による支援強化につなげる狙いがある。

　一方、すべての１人区で「野党統一候補」の擁立に成功した民進、共産両党だが、改選定数２～６の複数区では１３選挙区すべてで候補が競合する。

「集団的自衛権容認、公明党は罪深い」　共産・志位氏
朝日新聞デジタル2016年6月9日22時41分
■志位和夫・共産党委員長
　公明党は非常に罪が深いと思う。２０１３年の参院選の際、（山口那津男代表が）集団的自衛権は「断固反対」と言って選挙をやった。その後の２０１４年７月１日の閣議決定は、まぎれもなく集団的自衛権の行使を容認するものだ。
　公明党がなんと言ってもこれは集団的自衛権を認めるものだ。それを自民党との間で交わしてしまった。公明党という党もこれまで『平和の党』を標榜（ひょうぼう）してこられたようだが、完全にそれは偽りのものだと言うことが、この間の経過でもはっきりした。（記者会見で）
産経新聞2016.6.9 16:31更新 
共産・志位和夫委員長「公明党は罪深い。『平和の党』は完全に偽り」　集団的自衛権行使容認を猛批判
　共産党の志位和夫委員長は９日の記者会見で、集団的自衛権の行使を容認した公明党に対し「非常に罪が深い。公明党はこれまで『平和の党』を標榜してこられたようだが、完全に偽りだということがはっきりした」と猛烈に批判した。
　志位氏は、公明党の山口那津男代表が平成２５年の参院選に際し、集団的自衛権の行使容認について「断固反対」と発言していたと紹介。翌２６年７月に自民、公明両党の連立政権である安倍晋三内閣が行使容認の閣議決定をしたことを挙げ、「公明党がなんと言おうと、これは集団的自衛権を認めるものだ。それを自民党との間で交わしてしまった」と述べた。
産経新聞2016.6.9 16:27更新 
【尖閣接続水域侵入】共産・志位和夫委員長「極めて重大」と中国批判し厳重抗議　
　共産党の志位和夫委員長は９日の記者会見で、中国海軍艦艇が尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺の接続水域に入ったことについて「尖閣諸島は歴史的にも国際法上もわが国の領土であり、この接続水域に中国軍の艦船が今回初めて入ったことは極めて重大だ」と中国を批判した。
　志位氏は「領土をめぐる紛争問題が存在している海域でのこうした軍艦による侵入は軍事的緊張を高めるだけであり、事態の平和的解決に逆行するものだ。厳重に抗議し、繰り返さないことを強く求める」と語った。在京の中国大使館と中国共産党にこの見解を伝える考えも示した。
大企業課税強化で格差是正＝最低賃金１５００円－共産公約【１６参院選】


参院選の公約について記者会見する共産党の志位和夫委員長＝９日午後、東京都渋谷区
　共産党は９日、アベノミクスにより生じた格差の是正などを柱に据えた参院選公約を発表した。大企業・富裕層への課税を強化すると同時に財源を子育て世代や低所得層に振り向けると強調。保育士給与の１０万円アップや最低賃金の時給１５００円への引き上げなどを盛り込んだ。「安倍政権による憲法改悪」阻止も掲げた。
　公約は、「税金の集め方」「税金の使い方」「働き方」の「三つのチェンジ」を目指すと表明。消費税増税の「断念」を訴えるとともに、大企業向けの法人減税中止や所得税・住民税最高税率の６５％への引き上げなどを明記した。こうした税制改正などにより毎年度２０兆円の財源を確保できると主張している。　
　歳出面では３０万人分の認可保育所増設や大学授業料の１０年後の半減、７０万人規模の給付制奨学金創設も進めるとした。労働分野の改善に「ブラックバイト」根絶なども盛り込み、全体として若年層を意識した内容となった。
　また、野党共闘の軸となっている「安全保障関連法の廃止」と「立憲主義の回復」を掲げた。憲法改正では、自民党が策定した改憲案への反対に重心を置き、党内に賛否両論を抱える民進党にも配慮した。（時事通信2016/06/09-18:27）
共産公約要旨【１６参院選】
　共産党が９日発表した参院選公約の要旨は次の通り。
　【憲法・安全保障】安全保障関連法を廃止し、集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回。立憲主義を回復。自民党改憲案を許していいかどうかが大争点。安倍政権による憲法改悪を阻止。憲法の全条項を守る。
　【経済・財政】アベノミクスのストップと格差是正のため、税金の集め方、税金の使い方、働き方の三つのチェンジ。消費税率１０％への引き上げは断念。消費税に頼らない別の道で財源を確保。
　大企業向け法人減税を中止。所得税・住民税最高税率を６５％へ引き上げ。タックスヘイブン（租税回避地）を利用した税逃れを徹底追及。軍事費削減などと合わせ毎年度２０兆円の財源確保。
　社会保障を拡充。３０万人分の認可保育所を増設。保育士給与を１０万円アップ。国公私立大学の授業料を１０年後に半減。７０万人規模で月額３万円の給付制奨学金創設。ブラックバイトを根絶。非正規雇用の正規化。最低賃金を時給１５００円へ引き上げ。
　【その他】環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に断固反対。原発ゼロに向け、２０３０年までに電力の４割を再生可能エネルギーで確保。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）を無条件撤去。日米地位協定を抜本改正。男女賃金格差を是正。選択的夫婦別姓を導入。特定秘密保護法を廃止。被災者生活再建支援金を５００万円へ引き上げ。（時事通信2016/06/09-19:23）
共産公約、安保法廃止や格差是正　「政権にノー」

共同通信2016/6/9 19:49
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参院選公約を発表する共産党の志位委員長＝9日午後、東京都渋谷区の党本部
　共産党の志位和夫委員長は9日の記者会見で参院選公約を発表した。安全保障関連法廃止と憲法改正阻止、格差是正、環太平洋連携協定（TPP）反対などを重点政策に据えた。野党連立による「国民連合政府」構想実現も改めて訴えた。志位氏は「安倍政権にノーの審判を下し、チェンジの意思を示す選挙にしたい」と訴えた。

　安保法を巡っては、集団的自衛権行使を容認した閣議決定を撤回し、立憲主義を回復すると強調。政権による「憲法改悪」を許さず、前文を含む全条項を守ると明記した。

参院選 共産は「安保法廃止」…公約で政権と対決鮮明
毎日新聞2016年6月9日　22時05分（最終更新　6月9日　22時05分）
　共産党は９日、参院選の公約を発表した。重点政策として、昨年９月に成立した安全保障関連法の廃止など７項目を掲げ、政権構想として同法廃止などを実現するための暫定的な「国民連合政府」の樹立も訴える。公約のキャッチフレーズは「力をあわせ、未来ひらく。」とした。 
　重点政策では集団的自衛権の行使を容認した閣議決定の撤回や、安倍晋三首相のもとでの憲法改正に反対するとし、前文を含む全条項を守ると明記して安倍政権への対決姿勢を鮮明にした。経済政策でも「アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する」と強調した。 
　消費税率１０％への引き上げは、「先送りではなく断念すべきだ」とし、大企業や富裕層への課税を強化することを掲げた。子育てや教育支援として、３０万人分（約３０００カ所）の認可保育所を緊急に増設し、月額３万円の給付制奨学金を７０万人規模で創設。労働分野では、同一労働同一賃金を法律に明記し、非正規労働者への不当な差別をなくすとうたった。【朝日弘行】 
共産 参議院選挙公約「安保法廃止や消費増税中止を」
NHK6月9日 19時00分
共産党は参議院選挙の公約を発表し、「民意に背く『安倍暴走政治』の全体にノーの審判を下す」として、安全保障関連法の廃止や、消費税率の１０％への引き上げの中止などを打ち出しています。
共産党は９日、志位委員長らが記者会見し、参議院選挙の公約を発表しました。
この中で、「民意に背く『安倍暴走政治』の全体にノーの審判を下し、チェンジの意思を示す選挙にする」として、安全保障関連法の廃止を打ち出すとともに、今の憲法を守る立場から、安倍政権による『憲法改悪』は許さないとしています。
　また、アベノミクスで格差が広がっているとして、消費税率の１０％への引き上げを中止する一方、大企業や富裕層への課税を強化して、財源を確保すると明記しています。そして、財源を暮らしを支えることに振り向け、およそ３０００の認可保育所を新設して待機児童の解消を目指すことや、大学の授業料を１０年間で半額にすることなどを盛り込んでいます。
　エネルギー政策では、すべての原発で廃炉のプロセスに入るとともに、２０３０年までに電力需要の４割を再生可能エネルギーで賄うことを目指すとしています。
　さらに、沖縄県でアメリカ軍関係者が逮捕された事件などを踏まえ、日米地位協定を抜本的に見直し、基地のない平和で豊かな沖縄をつくるとしています。
　志位委員長は「アベノミクスの問題だけに争点を狭めるわけには決していかず、民意を無視した『安倍暴走政治』の全体が問われる選挙だ。自民・公明両党と補完勢力を少数に追い込んでいきたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年6月10日(金)

力あわせ、未来ひらく　共産党が参院選政策発表

　日本共産党は９日、「力あわせ、未来ひらく――日本共産党　参院選挙政策」を発表しました。志位和夫委員長が党本部で記者会見し、「参院選を、民意にそむく『安倍暴走政治』の全体にノーの審判を下し、チェンジの意思を示していく選挙にしていきたい」と述べました。藤野保史政策委員長が同席しました。
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（写真）参院選政策を発表する志位和夫委員長＝９日、党本部


　志位氏は参院選の目標として二つ提起しました。

　一つは、野党と市民の共闘を成功させることです。志位氏は、野党の「共通政策」が豊かに発展してきたことをあげ、「３２の１人区すべてで勝利することを軸にしながら、自公とその補完勢力を少数に追い込んでいきたい」と述べました。

　もう一つは、日本共産党の躍進を必ず勝ち取ることです。志位氏は、日本共産党が「安倍暴走政治」と対決し、対案を示し、共同を進める党であると強調。「日本共産党が躍進することは、安倍暴走政治への痛打となり、新しい政治をつくるたしかな力になります」と訴えました。

　そのうえで、日本共産党の重点政策として、(1)安保法制＝戦争法廃止、立憲主義の回復、安倍改憲を許さない(2)格差をただし、経済に民主主義を―「税金の集め方」「税金の使い方」「働き方」の「三つのチェンジ」(3)ＴＰＰ（環太平洋連携協定）に断固反対(4)原発ゼロ・再生可能エネルギー先進国へ(5)沖縄・米軍新基地建設押し付けの中止(6)女性の尊厳、人権の保障、自由と民主主義を発展させる(7)災害から国民の生命と財産を守る―を太く押し出しました。

　このなかで、憲法９条に立った平和の外交戦略を提唱。戦争法への「平和的対案」として、「北東アジア平和協力構想」を示しています。

　「消費税にたよらない別の道」―日本共産党の財源提案として(1)「能力に応じた負担」の原則をつらぬく税制改革(2)国民の所得を増やす経済改革―で計４０兆円の財源確保策を掲げています。

　さらに、日本共産党の値打ちを、(1)安倍政権の暴走に対決し、展望を示す(2)国民の共同の力で政治を変える(3)責任ある政権構想＝「国民連合政府」を提唱―の３点から明らかにしました。

　志位氏は「野党と市民が結束すれば、安倍政権を倒し、現実に政治を変える道が開ける―この希望を大いに語っていきたい」と訴えました。
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力あわせ、未来ひらく――日本共産党　参議院議員選挙政策

２０１６年６月９日

（選挙政策と同時に発表）　「消費税にたよらない別の道」――日本共産党の財源提案


野党共闘の勝利と日本共産党の躍進で、安倍政権を倒し、新しい政治をつくろう

　民意に背く「安倍暴走政治」の全体にノーの審判、チェンジの意思を示す選挙に……いま、日本の政治は、独裁と戦争への逆流か、立憲・民主・平和の新しい政治か、という歴史的な分かれ道に立っています。

　安倍政権は、憲法違反の安保法制＝戦争法を強行し、立憲主義と民主主義をこわす危険な道を暴走しています。同時に、この動きに対して、戦後かつてない新しい市民運動、国民運動が発展し、この運動に背中を押されて野党共闘が大きく前進しています。これは日本の未来にとって大きな希望です。

　安倍首相は、参議院選挙を「アベノミクス選挙」などと言っています。「アベノミクス」の是非は大争点の一つですが、この問題だけに争点を狭めるわけには決していきません。安倍首相は、過去２回の国政選挙を「アベノミクス」一本でたたかい、多数の議席を得ましたが、やったことは数々の憲法破壊の政治でした。こんなことを３度も繰り返させるわけにはいきません。

　この参院選を、民意に背く「安倍暴走政治」の全体――安保法制＝戦争法と憲法改定、「アベノミクス」と消費税大増税、ＴＰＰ協定、原発問題、沖縄基地問題などに、ノーの審判をくだし、チェンジの意思を示していく選挙にしていこうではありませんか。

　日本共産党は、参院選で２つの目標に挑戦します。

　第一は、野党と市民の共闘を成功させることです……この参院選では、全国の３２の１人区のすべてで野党統一候補が実現しました。日本共産党は、このすべてで勝利するために、全力をあげます。

　野党４党は、「安保法制廃止、立憲主義を取り戻す」という、国民的大義のもとに結束しています。同時に、野党４党は、国民生活と民主主義にかかわるさまざまな分野での「共通政策」を豊かに発展させています。この間の野党党首会談、野党が共同で提出した１５本の議員立法、「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の要請などをふまえ、次の諸点が「共通政策」として確認されています。

　――安保法制を廃止し、集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回する。安倍政権のもとでの憲法改悪に反対する。

　――「アベノミクス」による国民生活の破壊、格差と貧困を是正する。介護・福祉職員の給与引き上げ、保育士の給与引き上げ、ひとり親家庭に対する児童扶養手当の増額、長時間労働の規制、均等待遇と同一価値労働同一賃金、最低賃金の大幅引き上げ、高校完全無償化、給付制奨学金・奨学金債務の減免、被災者生活再建支援法の改正、累進所得税・法人課税と資産課税のバランス回復による公正な税制の実現（タックスヘイブン対策を含む）など。

　――ＴＰＰや沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対する。ＴＰＰ合意に反対、沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止、女性に対する雇用差別の撤廃、男女賃金格差の是正、選択的夫婦別姓の実現、国と地方議会の議員の男女同数を目指す、包括的な性暴力禁止法と性暴力被害者支援法の制定、ＬＧＢＴ（性的マイノリティー）差別解消、原発に依存しない社会の実現に向けた地域分散型エネルギーの推進など。

　第二は、日本共産党の躍進を必ずかちとることです……日本共産党は、あらゆる分野で「安倍暴走政治」と真正面から対決して頑張っています。国民の立場にたった責任ある対案を示しています。野党と市民の共闘のために誠実に努力しています。暴走と対決し、対案を示し、共同をすすめる党――日本共産党が躍進してこそ、安倍暴走政治への痛打となり、新しい政治をつくるたしかな力となります。野党と市民の共闘をさらに発展させる力になります。

　日本共産党は、２０１３年の参議院選挙、１４年の衆議院選挙で、大きく躍進させていただきました。日本共産党が、国会での発言力を大きく増したことが、安倍政権を追及し、その危険な中身を国民に明らかにするうえでも、野党共闘をすすめるうえでも、大きな力となりました。議案提案権を使い、ブラック企業規制法案を提出し、これを契機にして、厚生労働省がブラック企業の摘発に乗り出さざるを得なくなるなど、現実政治を動かし、国民の願いを一歩一歩実現してきました。　

　あなたの一票で、野党共闘の勝利と日本共産党の躍進をかちとらせてください。新しい政治の希望ある扉を開こうではありませんか。

 

日本共産党の重点政策

（１）安保法制＝戦争法廃止、立憲主義の回復、安倍改憲を許しません

【憲法違反の安保法制＝戦争法を廃止し、立憲主義を取り戻します】

　憲法違反の戦争法廃止の審判を下しましょう……安倍政権は、国民多数の反対の意思も、８割の国民の「審議が不十分」という声も、９割以上の憲法学者の「憲法違反」との厳しい指摘も、いっさい無視して戦争法を強行しました。戦争法強行後も、国民の世論と運動は広がり、「戦争法廃止」の署名は1200万人を超えています。安保法制＝戦争法強行後、初めての国政選挙で「戦争法廃止」の審判を下そうではありませんか。

　日本を「殺し、殺される」国にしてはなりません……戦争法には、「戦闘地域」での米軍等への兵站の拡大、戦乱が続いている地域での治安活動、地球上のどこでも米軍を守るための武器使用、集団的自衛権の行使という、自衛隊が海外で武力行使をする４つの仕組みが盛り込まれています。どれもが、憲法９条を乱暴に踏みにじるものです。

　とくに集団的自衛権は、憲法違反の核心部分です。アメリカが、ベトナム戦争やイラク戦争のような先制攻撃の戦争に乗り出したときに、言われるままに集団的自衛権を発動して、侵略国の仲間入りをする――ここにこそ、集団的自衛権行使のもっともな危険な本質があります。

　戦争法が施行されたことによって、戦後はじめて、日本の自衛隊が“海外で外国人を殺し、戦死者を出す”危険が現実のものとなっています。南スーダンのＰＫＯ（国連平和維持活動）に派遣されている自衛隊の任務拡大、イラクやシリアでの過激組織ＩＳに対する軍事作戦への自衛隊の参加、アフガニスタンの治安部隊を支援する軍事活動への自衛隊の参加などが、最初の「殺し、殺される」ケースになりかねません。戦争法は一刻も放置できません。その廃止は急務です。

　立憲主義と民主主義を取り戻し、「個人の尊厳」を守り大切にする社会に……安倍政権は、「憲法９条のもとでは集団的自衛権は行使できない」という戦後60年余にわたる一貫した政府の憲法解釈を１８０度覆して安保法制＝戦争法を強行するという、立憲主義を破壊する禁じ手に踏み込みました。

　立憲主義とは、憲法によって権力を縛るということです。国会で多数を持つ政権党であっても、憲法の枠組みに反する政治を行ってはならないということです。これが壊されたら、「法の支配」が「人の支配」に代わり、独裁政治が始まることになります。

　立憲主義によって権力を縛ることの究極の目的は、憲法13条が保障している、すべての国民を「個人として尊重」することであり、「個人の尊厳」を擁護することにあります。安倍政権による立憲主義破壊の政治は、「国家の暴走で個人の尊厳を踏みつぶす政治」です。それは、戦争法、秘密保護法、沖縄の米軍新基地建設、原発再稼働、ＴＰＰ、格差拡大の経済政策など、あらゆる分野で表れています。

　立憲主義を壊し、独裁政治の道をすすむのか、それとも立憲主義と民主主義を取り戻し、「個人の尊厳」を守り大切にする社会を築くのか――いま日本の政治にするどく問われています。

　――安保法制＝戦争法を廃止します。

　――集団的自衛権行使を容認した閣議決定を撤回し、立憲主義を回復します。

【「自民党改憲案」にノーの審判を――変えるべきは憲法をないがしろにする政治です】

　安倍首相は「憲法を改正していく。自民党は憲法改正草案を決めている」とし、「（きたるべき国政選挙で）この草案をお示ししていきたい」と公言しています。「自民党改憲案」を許していいのかどうかは、大争点です。

　「自民党改憲案」は、憲法９条２項を削除して国防軍を創設すると明記し、海外での武力行使を無条件で可能にするものです。内閣総理大臣が「緊急事態を宣言」すれば、内閣が立法権を行使し、国民の基本的人権を停止するなど、事実上の「戒厳令」を可能にしています。「公益及び公の秩序」の名で基本的人権を制限できる仕組みに変え、基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」とした憲法97条は、丸ごと削除されています。

　これらは「憲法によって権力を縛る」という立憲主義を否定し、「憲法によって国民を縛る」ものに大変質させてしまうものです。「憲法を憲法でなくしてしまう」時代逆行の「自民党改憲案」にノーの審判を下しましょう。

　日本国憲法は、世界でも最先端といっていい先駆的な内容を持っています。憲法９条は、恒久平和主義を徹底した世界に誇る宝です。日本国憲法には、政治的権利とともに、生存権、働く権利などの経済的権利も含め、30条にわたる豊かで先駆的な人権規定が明記されています。変えるべきは憲法ではありません。憲法をないがしろにしてきた政治です。

　――安倍政権による憲法改悪を許しません。

　――日本国憲法の前文を含む全条項を守り、平和的民主的条項の完全実施をすすめます。

【憲法９条にたった平和の外交戦略を提唱します】

　いま日本にもとめられるのは安保法制＝戦争法ではなく、憲法9条にたった平和の外交戦略です。

　北朝鮮問題――対話による解決へ、国際社会の一致結束した外交努力を……北朝鮮が、核実験や弾道ミサイル発射を繰り返し強行し、世界の平和と安定への重大な脅威をもたらしています。

　国連安保理は、北朝鮮の行為に対して、これまでにない厳しい制裁措置を決定するとともに、「緊張を悪化させるおそれのあるいかなる行動も差し控える」よう各国に呼びかけ、６カ国協議（日本、韓国、中国、アメリカ、ロシア、北朝鮮）の再開を強く呼びかけています。安保理決議に基づく北朝鮮に対する制裁措置を全面実施し、北朝鮮を対話の場に復帰させる、これが国際社会の共通の認識であり目標です。

　安倍政権は、北朝鮮問題を利用して、安保法制＝戦争法を合理化しようとしています。しかし、北朝鮮の軍事挑発に対して、日本が戦争法という軍事で構えたら、軍事対軍事の悪循環に陥るだけです。北朝鮮問題を利用して、戦争法を合理化することには、一かけらの道理もありません。

　――北朝鮮を６カ国協議という対話のテーブルにつかせ、核・ミサイル開発を放棄させる、国際社会の一致結束した外交努力を強く求めます。

　南シナ海問題――一方的な現状変更と軍事的緊張を高める行動の中止を求めます……　南シナ海では、中国が、領有権紛争のある南沙諸島に人工島を造成し、レーダーを設置し、西沙諸島でミサイルや戦闘機を配備し、周辺諸国との間で緊張が高まっています。

　中国の行動は、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）諸国と結んだ「南シナ海行動宣言」（ＤＯＣ）の「現在無人の島嶼（とうしょ）、岩礁、浅瀬、洲その他のものへの居住を慎む」「紛争を複雑化あるいは激化させ、また平和と安定に影響を与えるような行動を自制する」という規定、みずから署名した約束に反しています。

　――南シナ海での一方的な現状変更と軍事的緊張を高める行動を中止し、外交交渉による平和的解決に徹することを求めます。

　　戦争法への「平和的対案」――「北東アジア平和協力構想」……日本共産党は、つぎの４つの目標と原則からなる「北東アジア平和協力構想」を提唱しています。

(1)北東アジア規模の「友好協力条約」を締結します。

(2)北朝鮮問題は、困難はあっても「６カ国協議」の枠組みで解決をはかります。

(3)この地域に存在する領土に関する紛争問題をエスカレートさせない行動規範を結びます。

(4)日本が過去に行った侵略戦争と植民地支配の反省は、地域の友好と協力のうえで不可欠の土台となります。

　この「構想」は、ＡＳＥＡＮ諸国が東南アジアで現に実践している、東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）のような、あらゆる問題を平和的な話し合いで解決する地域の平和協力の枠組みを北東アジアにも構築しようというものです。

　日本共産党の提唱には、アジア諸国の政府関係者からも共感の声が広がっています。ここにこそ、安倍政権がすすめる安保法制＝戦争法に対する、「平和的対案」があります。

（２）格差をただし、経済に民主主義を――３つのチェンジを訴えます

　「アベノミクス」と消費税大増税路線の破たん……安倍首相は、「世界で一番、企業が活躍しやすい国をめざす」と宣言し、「大企業を応援し、大企業が儲けをあげれば、いずれ家計に回ってくる」と言ってきました。しかし、大企業は３年連続で史上最高の利益をあげましたが、働く人の実質賃金は５年連続でマイナスです。５％も下落し、年収400万円程度の労働者だと20万円もの目減りです。

　消費税大増税路線も破たんに陥っています。８％への増税後、日本経済の６割を占める個人消費は冷え込み続けています。５月に発表されたＧＤＰ（国内総生産）統計で、個人消費（実質値）は、２０１４年度、１５年度と２年度連続でマイナスとなりました。消費税を５％に引き上げた１９９７年度、「リーマン・ショック」の２００８年度も、個人消費はマイナスになりましたが、翌年にはプラスになりました。２年度連続のマイナスは戦後初めての異常事態です。

　追いつめられた安倍首相は、消費税10％の２年半「先送り」を表明しました。これは「アベノミクス」の失敗、消費税大増税路線の失敗を示すものです。ところが首相は、自らの失政を認めず、「世界経済の危機」に責任を転嫁しています。「アベノミクスを加速させ、消費税を増税する」と、破たんずみの路線にしがみついています。

　格差と貧困が広がっています……「アベノミクス」は、大企業と大株主に莫大な利益をもたらし、大企業の内部留保は300兆円を超えました。株価の上昇で、200人を超える大株主が、資産を３年間で100億円以上も増やしました。アメリカのフォーブス誌が集計した「日本の富裕層」上位40人の資産総額は、この４年間で7.2兆円から15.4兆円へと、２倍以上にも増えました。

　その一方で、「金融資産ゼロ」の世帯は、３年間で470万世帯も増え、全世帯の35％と、過去最高になりました（日銀のアンケート調査から推計）。

　貧困が新たな広がりをみせています。失業や病気などで所得が減れば、たちまち生活が行き詰り、多くの国民が貧困に陥る危険と隣り合わせで暮らしています。ほんの一握りの超富裕層と、99％の国民との間の大きな格差が生じる、そして、国民の生活全体が悪化し、生活不安、社会不安が重くのしかかり、貧困が広がる――これが「アベノミクス」が日本社会にもたらしたものです。

　「アベノミクス」ストップ、格差をただし、経済に民主主義を確立するために、日本共産党は、「３つのチェンジ」を訴えます。

≪第１のチェンジ――税金の集め方を変える≫
消費税10％増税は「先送り」でなく、きっぱり断念を。富裕層と大企業への優遇税制をやめ、応分の負担を求めます

　消費税10％は断念すべきです……安倍首相は、２度も消費税10％増税の「先送り」に追い込まれました。消費税大増税路線は、完全に行き詰まっています。

　消費税の増税は、必ず消費を冷え込ませ、景気を悪化させます。消費税は低所得者ほど負担が重く、その増税は、格差をいっそう拡大し、日本経済の歪みをさらに広げます。「社会保障のため」と言って増税しましたが、社会保障は悪くなるばかりでした。消費税増税を「先送り」しても、それを実施すれば、同じ誤りを繰り返すだけです。

　――消費税１０％への増税は、「先送り」実施でなく、きっぱり断念すべきです。　

【大企業への優遇税制をただし、中堅・中小企業並みの税負担を求めます】

　日本共産党は、「税金は所得や資産など負担能力に応じて」の原則にたった、公正で民主的な税制への改革をすすめます。まず、「アベノミクス」で大儲けした富裕層や大企業を優遇する不公平税制をただすことを求めます。

　法人税率は一律のはずですが、実際の負担率は大企業ほど低くなり、大企業の平均は利益に対して12％、巨大企業が使っている連結納税法人だと6.3％にすぎません（2014年度実績）。研究開発減税などの租税特別措置、受取配当益金不算入、連結納税など、もっぱら大企業だけが利用できる特権的な優遇税制があるからです。

　――研究開発減税、受取人配当益不算入、連結納税など、もっぱら大企業しか利用できない優遇税制をただし、大企業に中堅・中小企業並みの税負担を求めます。

　――法人税減税を中止します。安倍政権が行った法人税減税を元に戻します（中小企業を除く）。

　――これによって６兆円の財源が生まれます。
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【富裕層への優遇税制をただし、適正な課税を行います】

　所得税は累進税率で、所得が多いほど税率が高いはずなのに、所得が１億円程度以上の富裕層になると、逆に負担率が下がってしまいます。

　こんなことになるのは、富裕層の所得は株式売却などのもうけが多くを占めていて、これに対する税率が低いからです。日本では、富裕層の株式配当や売却益に対する税率は、所得税だけなら15％、住民税を合わせても20％にすぎません。欧米主要国が30～40％なのと比べると、まさに「株主天国」です。

　――配当は他の所得と合算して総合課税し、富裕層には最高税率を適用します。株式売却益にも欧米なみに富裕層には３０％の課税をします。

　――引き下げられた所得税・住民税の最高税率（現行５５％）を、９８年以前の６５％に戻します。相続税・贈与税の最高税率（現行５５％）も、７０％に戻します。　

　――相続税評価額で５億円を超える資産を持つ富裕層（全世帯の０．１％程度）の５億円を超える資産に対して、１～３％程度の累進の低率で毎年課税する「富裕税」を創設します。

　――富裕層への適正な課税を行えば３兆円以上の財源が確保できます。
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【タックスヘイブンを利用した「税逃れ」を徹底追及します】

　大企業や富裕層が、税金が課税されないか税率が極めて低い国・地域（タックスヘイブン＝租税回避地）にペーパーカンパニーをつくり、「税金逃れ」や「資産隠し」をしていることが、世界で大問題になっています。

　日本の銀行や商社など多くの大企業も、タックスヘイブンに子会社をつくっています。所得税も法人税もゼロのケイマン諸島への日本の対外投資残高は、昨年末時点で76兆円と10年前の２倍ですが、どのように課税されているのかは明らかにされていません。

　富裕層も、タックスヘイブンを利用しています。企業のオーナーが本人名義で自社の株式を保有していれば、その配当に５割近い税金がかかりますが、香港、シンガポール、オランダなどに設立した資産管理会社に株式を移転すれば、配当への課税が５～10％程度に軽減されてしまいます。

　大企業や富裕層の「合法的税逃れ」を許してはなりません。「逃げた」ものは追いかけてつかまえる、そのための法整備や国際的な協力体制が急がれます。

　――タックスヘイブン税制（子会社がタックスヘイブンにある場合には、子会社の所得を親会社に合算して税金を計算する制度）の適用要件を拡大します。

　――タックスヘイブンに子会社をつくっている親会社の調査と公表など、実態を徹底調査して公表する情報公開をすすめます。

　――国際的な「税逃れ」を許さないための世界各国の協力は不可欠であり、それを積極的に推進します。

≪第２のチェンジ――税金の使い方を変える≫
社会保障、子育て、若者に優先して税金を使う

　自公政権は、社会保障予算の増加が財政悪化の原因であるかのように宣伝し、社会保障を削減しながら、軍事費や大型公共事業へのバラマキをつづけています。

　しかし、日本の社会保障支出（国民一人当たり）はOECD加盟34カ国中17位、教育への公的支出は先進国で最下位、保育・幼児教育への公的支出はイギリス、フランスの半分以下です。

　国民から集めた大切な税金は、社会保障、子育て、若者への支援など、国民の暮らしと日本の将来に役立つ支出に優先して使うべきです。

【社会保障削減を中止し、拡充へと転換します】

　安倍政権は、発足後の４年間で１兆3200億円もの社会保障予算の「自然増」を削減し、年金支給の連続削減、70～74歳の医療費窓口負担の引き上げ、要支援者のヘルパー・デイサービスの保険給付外し、介護報酬の大幅削減、生活保護費の切り下げなど、社会保障を連続改悪してきました。「社会保障のため」といって消費税増税しながら社会保障を大削減する、これは国家的詐欺に等しいやり方です。

　今後も毎年3000～5000億円の「自然増」削減を続ける（「骨太の方針」）とし、年金支給削減、後期高齢者医療保険料の大幅引き上げ、要支援者に続いて「要介護1・2」も保険給付外にする介護保険の大改悪などを、参院選後の国会に提出しようとしています。

　日本共産党は、連続改悪でズタズタにされた年金・医療・介護・福祉を立て直し、憲法25条が定める生存権保障にふさわしい制度へと改革していきます。

　――年金削減をストップし、低年金を底上げして、“減らない年金・頼れる年金”を実現します。最低保障年金制度をめざします。

　――国の責任で、高すぎる医療費の窓口負担、国民健康保険料（税）の軽減をすすめます。後期高齢者医療保険料の値上げに反対し、高齢者差別の制度を廃止します。

　――診療報酬の引き上げや医師・看護師の計画的増員により「医療崩壊」を打開します。保険外負担・混合診療の拡大をやめ、保険診療を拡充します。

　――特養ホームなど介護施設の抜本的増設で、待機者問題を解消します。介護保険料・利用料の負担減免をすすめ、削減された介護報酬を引き上げ、介護・福祉労働者の賃上げと労働条件の改善をはかります。

　――障害者・児の福祉・医療の「応益負担」を撤廃し、無料化をすすめます。

　――保護費削減や申請の“門前払い”の強化など生活保護の切り捨てをやめさせ、国民の生命と人権をまもる仕組みに改善・強化します。

　――雇用保険の拡充、失業者への生活援助、再就職支援の強化をすすめます。

【子育てを支援する政治を――認可保育所の緊急増設、子ども医療費の無料化】

　保育園待機児問題の解決……認可保育所の決定的な不足と、労働条件が悪いことによる保育士不足が待機児問題の最大の原因です。ところが、安倍内閣の「子育て支援」策は、保育の質の低下をもたらす「規制緩和」による「詰め込み」と認可保育所以外の「受け皿」の拡大などで、認可保育所の増設は一言もありません。保育士不足も、「多様な保育士」「保育補助員」など、人件費の安い非正規・無資格の職員で対応するというのです。

　日本共産党は、待機児童問題の解決のため、根本的な解決策に緊急にとりかかることを提案します。

(1)30万人分（約3000箇所）の認可保育所を緊急に増設します。

　――国・自治体が先頭にたって公立保育所を増設します。

　――国による新たな財政支援の制度を創設して、保育所の建設・分園設置・改修などを補助し、廃止された運営費の国庫負担分を復活します。

　――認可保育所の建設に国有地を無償供与するなど、用地確保を国が支援します。

　――地域の保育ニーズと待機児童の実態を、自治体と国がつかみ、対策をすすめます。

(2) 保育士の賃上げ、配置基準の見直しで労働条件を改善します。

　――野党共同で提出した保育士賃上げ法案（月額5万円アップ）を成立させ、さらに5年間、毎年、月額1万円の賃金アップをすすめて、合計10万円の賃上げをはかります。

　――保育士の配置数の適正化と国の運営費（公定価格）の引き上げで、保育士の労働条件を改善します。保育士の専門性にふさわしい処遇にします。

　――非正規の保育士の「使い捨て」をやめ、正規雇用化をすすめます。

(3)学童保育の待機児を解消し、指導員の処遇を改善します。

　――学童保育を増設し、待機児や大規模化によるつめこみを解消します。すべての学童保育で６年生まで利用できるようにします。

　――学童保育と放課後子ども教室は、それぞれの制度として拡充、連携をはかります。

　子どもの医療費無料化を国の制度にします……すべての市区町村で、子ども医療費の助成事業が実施されていますが、所得制限や対象年齢など自治体による格差が大きな問題になっています。しかも、国は、子どもの医療費無料化を行う自治体に国民健康保険の予算を減額するというペナルティを科しています。こうした姿勢を抜本的にあらため、国による子ども医療費の助成制度をつくるときです。

　――小学校就学前の子どもの医療費を所得制限なしで無料化する国の制度を創設します。その共通の制度の上に、全国に広がった自治体独自の助成制度をさらに前進させます。

　――子どもや障害者の医療費無料化（現物給付）を行っている自治体の国保に対する、国庫負担の減額調整のペナルティをやめさせます。

【未来を担う若者のために――大学授業料を10年で半額に、給付制奨学金の実現を】

　日本は、大学の学費が世界有数の高さでありながら、給付制奨学金がないという、特異な国となっています。日本の奨学金は学生に借金をさせる「学生ローン」であり、利用した学生は、平均でも300万円、大学院進学など多い人では1000万円もの借金を負わされています。奨学金が若者を借金苦と貧困に引きずり込む、こんな社会に未来はありません。日本共産党は、大学授業料の半額化計画と奨学金制度の抜本的改革を提案します。

(1) 大学授業料を毎年引き下げ、10年間で半額にします。

　――国立大学への国の交付金を毎年1％程度（約160億円）ずつ増やし、現在、年53万円の授業料を、10年後には26万円にまで引き下げます。

　――国の私学助成に学費値下げ用の緊急枠をつくり、毎年900億円程度の国費を投入することで、平均で年86万円の私大授業料を、10年後には半分の額まで引き下げます。

　――公立大学にも、10年で授業料を半額にするための助成を実施します。

(2)「学生ローン」から本物の奨学金へ――三つの奨学金改革をすすめます。

　――月額3万円の給付制奨学金を、現行の奨学金受給者の半分にあたる70万人の規模で創設します。

　――すべての有利子奨学金を無利子にします。

　――既卒者の奨学金返済の減免制度をつくり、生活困窮の人に救済措置を講じます。

【大軍拡、大型開発など、無駄づかいをあらため、くらしにまわします】

　安倍内閣は、軍事費を4年連続で増やし続け、史上初めて5兆円を突破しました。米軍関連経費も史上最高額で、条約上の義務のない「思いやり予算」（SACO・米軍再編関係費を含む）は3749億円と、中小企業対策費の2倍、文教施設費の4倍にのぼり、米兵一人当たり768万円にもなります。

　安倍政権は、公共事業費も４年連続で増額させています。「国際競争力の強化」を看板にした三大都市圏環状道路や国際コンテナ戦略港湾、リニア新幹線など大型開発事業偏重の無駄づかいや原発推進予算など、歳出の浪費にメスをいれます。

　――条約上の義務のない、米軍への「思いやり予算」を廃止します。

　――海外派兵用の兵器購入を中止するなど、大軍拡から軍縮へと転換します。

　――大型公共事業、原発推進予算など、歳出の浪費をただします。

≪第３のチェンジ――働き方を変える≫
ブラックな働き方をなくし、人間らしく働けるルールを

　安倍首相は、「同一労働同一賃金」とか「長時間労働の是正」を言い出しましたが、それが本気なら、派遣法改悪や裁量労働制などの労働法制の規制緩和路線を撤回し、転換することが必要です。「残業代ゼロ法案」を国会に提出しながら、「長時間労働の是正に向けて背中を押していく」などというのは「ブラックジョーク」です。

　日本共産党は、ブラックな働き方をなくし、だれもが人間らしく働ける労働のルールを確立します。

【長時間労働をなくし、安定した雇用を創出します】

(1)残業時間を法律で制限し、長時間労働を是正し、「過労死」をなくします。

　――残業時間の上限を法律で規制し、終業から翌日の始業まで最低11時間空けるインターバルの確保など労働基準法を改正します。

　――「残業代ゼロ法案」に断固反対し、廃案をめざします。

(2)ブラック企業、ブラックバイトをなくします。

　――違法な「サービス残業」が発覚したら残業代を２倍にして払わせるなど、「ただ働き」を根絶します。

　――離職者数や過去の労働法違反の経歴など、労働条件や職場環境の実態がわかる企業情報を公開させます。

　――パワハラ行為をおこなった企業には、労基署などが助言、指導、勧告を行い、勧告に従わない企業名を公表します。

（3）雇用のルールを強化し、非正規から正規への流れをつくります。

　――労働者派遣法を抜本改正し、派遣労働は臨時的・一時的業務に限定して、正社員の派遣労働への置き換えをなくします。

　――同一労働同一賃金、均等待遇を、労働基準法、男女雇用機会均等法、パート労働法、労働者派遣法に明記するなど、非正規への不当な差別・格差をなくします。

【最低賃金は、1500円をめざし、いますぐどこでも1000円に】

　最低賃金の抜本的な引き上げは、消費に直結する即効性のある経済対策です。アメリカでは、最低賃金が高い州の方が景気が良いことが実証され、経営者からも最低賃金の引き上げ要求が出されています。中小企業への支援を行いながら、最低賃金の抜本的な引き上げをすすめます。

　――最低賃金をいますぐどこでも時給1000円に引き上げ、さらに1500円をめざします。

　――社会保険料減免や賃金助成など、中小企業の賃上げに本格的な支援を行います。

　――最低賃金の地方間格差を是正し、全国一律最低賃金制に踏み出します。

≪「消費税にたよらない別の道」で財源を確保します≫
　日本共産党は、「消費税にたよらない別の道」で、社会保障財源をつくり、財政危機打開の展望を開く、２つの改革を提案しています。

　第一は、富裕層や大企業への優遇をあらため、「税金は所得や資産など負担能力に応じて」の原則をつらぬく税制の改革です。

　大企業に中堅・中小企業並みの税負担を求めることで６兆円、富裕層への適正な課税で３兆円以上の財源をつくることは、この改革の第一歩です。

　将来的には、社会保障の抜本的拡充のために、富裕層、大企業だけでなく、国民全体で支えることが必要ですが、その場合にも、低所得者に重い消費税ではなく、所得税を中心として「能力に応じた負担」の原則をつらぬきます。

　こうした不公平税制を改める税制改革とともに、軍事費、大型開発、政党助成金などの歳出の浪費を削減する財政改革をすすめれば20兆円以上の財源を確保することができます。

　第二は、国民の所得を増やす経済改革で、税収を増やすことです。

　国民の所得が増え、中小企業を含む企業経営全体が改善していけば税収も増えます。300兆円にも膨れ上がった大企業の内部留保を日本経済に還流させるために、大幅賃上げと安定した雇用を増やし、下請企業の納入単価引き上げなどをすすめるなど、国民の所得を増やす経済改革にとりくみ、税収や社会保険料収入を増やします。

　先進国では普通の「名目２％」程度の経済成長を実現できれば、現行の税制を前提としても、10年後には20兆円以上の税収をふやすことができます。

　この二つの改革をすすめれば、消費税にたよらなくても、社会保障の財源を確保し、財政危機を打開することができます。

　財界献金と無縁な日本共産党を躍進させてこそ……この「３つのチェンジ」は、経済政策の舵を、財界応援から、国民の暮らし応援へと切り替えることになります。財界献金と無縁な日本共産党を躍進させることこそ、「経済に民主主義を」という改革の提案を実行するたしかな力となります。

（３）ＴＰＰに断固反対します――食の安全・安心と地域経済に責任を持つ政治に

【ウソとゴマカシでのＴＰＰ協定強行に反対します】

　安倍政権は通常国会でのＴＰＰ協定の批准を先送りしましたが、選挙後の臨時国会で強行をねらっています。そのために、２つのウソで国民を欺こうとしています。

　　「聖域を守った」というウソ……一つは、「聖域を守る」とした「国会決議」を完全に踏みにじったことです。「国会決議」では農産物の重要５項目（コメ、麦、牛・豚肉、乳製品、砂糖）は、「関税撤廃を認めない」としています。ところがＴＰＰ協定では重要５項目のうち３割の品目で関税が撤廃され、残る７割でも関税率引き下げなどが行われ、「無傷な品目は一つもない」ことが明らかになりました。しかも発効７年後には、日本だけが、残った関税の撤廃に向けた協議を約束しました。こんな協定に調印しておきながら、「聖域を守った」などというのは、国民への大ウソというほかありません。

　深刻な農業・地域経済への打撃を「ない」と言い張る……もう一つは、TPPによる農業や関連産業、地域経済への深刻な打撃を、「ない」として正反対に描きだす、まやかしの「経済効果試算」です。３年前に安倍内閣が発表した試算では、ＴＰＰによるＧＤＰの押し上げ効果は３．２兆円、農林水産物の生産額は３兆円の減少でした。ところが昨年１２月に発表された「試算」では、ＧＤＰの押し上げ効果は14兆円と４倍に膨らみ、農林水産物へのマイナス効果は1300億円～2100億円と20分の１となりました。ＴＰＰが発効しても農産物の国内生産量は減少せず、食料自給率も低下しないという、あり得ない前提にたっています。まやかしの「試算」で国民を欺き、ＴＰＰ協定を押し通すことは許されません。

【巨大多国籍企業の利益のために、経済主権も投げ捨てる】

　ＴＰＰは、アメリカを中心とする巨大多国籍企業の利潤追求のために、関税を撤廃し、食の安全、医療、雇用、保険・共済、国・自治体の調達など、あらゆる分野の「非関税障壁」を撤廃するというものです。しかも、ＩＳＤ条項（投資家・国家間の紛争解決条項）によって、多国籍企業が政府や自治体の施策に介入・干渉する「権利」を保障しています。

【ＴＰＰ協定に断固反対、農林水産業、中小企業の振興にとりくみます】

　――米国を中心とする巨大多国籍企業に日本を丸ごと売り渡す、亡国のＴＰＰ協定の国会承認に断固反対してたたかいます。各国の経済主権、食料主権を尊重した、平等・互恵の投資と貿易のルールをつくることを強く求めます。

　――農産物の価格保障・所得補償を抜本的に強化し、安心して再生産できる農業をつくります。公共建築への国産材利用促進など林業振興策をすすめます。魚価安定対策の強化や資源管理型漁業など、漁業経営をささえます。先進国最低レベルの39％まで落ち込んだ食料自給率を50％まで引き上げることを目標にすえて、農林水産業を再生させます。

　――中小企業を日本経済の根幹にふさわしく振興します。大企業と中小企業との公正な取引のルールを確立し、中小企業で働く人の賃金格差をなくします。中小企業全体を視野に入れた振興・支援策に転換し、国の中小企業予算を1兆円に増額します。

（４）原発ゼロの日本に、再生可能エネルギー先進国をめざします

【原発再稼働のために福島事故を「終わったこと」にする政治は許せません】

　福島原発事故から5年余りたっても、福島県ではなお、9万2千人が避難生活を余儀なくされています。故郷を奪われ避難生活が長引くもとで、被害が深刻化しているにもかかわらず、賠償が打ち切られようとしています。

　福島第一原発は、「収束」とは程遠く、溶け落ちた核燃料の位置や状態はいまだ把握できず、破壊された原子炉建屋への地下水などの流入により、核燃料から溶け出した放射性物質を含む汚染水が増え続けています。

　こうした福島の深刻な現状にもかかわらず、安倍政権が、原発再稼働や原発輸出のために、福島原発事故を「終わったこと」にしようとしていることは絶対に許せません。

　――被災者を分断する上からの「線引き」や「打ち切り」の押しつけをやめ、完全賠償と徹底した除染をすすめます。すべての被災者が生活と生業を再建できるまで、国と東京電力が責任をもって支援することを強く求めます。

　――東電まかせにせず、国の責任で、福島原発事故の収束に全力をあげること、徹底した情報公開を求めます。困難な作業にあたっている労働者の労働条件を改善します。

　――子どもたちをはじめ、福島県民の健康をまもるため、国が責任をもって長期の健康診断を実施します。

【原発固執政治は破たんしています】

　安倍政権は、原発を「重要なベースロード電源」（「エネルギー基本計画」）とし、2030年度の発電電力量のうち20％～22％を原発で賄う（「長期エネルギー需給見通し」）ために原発の再稼働に突き進んでいます。しかし、こうした「原発固執政治」は、大きな破たんに陥っています。

　国民多数の意思に反した再稼働……どんな世論調査でも、再稼働反対は５割～６割と、揺るがない多数派です。「異質の危険」が明らかとなった福島原発事故を体験した国民の中では「原発安全神話」は完全に崩壊しました。約２年にわたって「稼働原発ゼロ」となり、日本社会は原発ゼロでもやっていけることが明らかになりました。

　原発という技術システムの行き詰り……「核のゴミ」（使用済み核燃料）の問題は、文字通り八方ふさがりです。原発を再稼働すれば、計算上わずか６年で、すべての使用済み核燃料貯蔵プールが満杯になります。再処理をした場合は、年間８トンものプルトニウムが出てきます。すでに日本は国内外に47.5トンものプルトニウムを保有していますが、核拡散防止の観点から利用目的のないプルトニウムの保有はできません。

　国民の意思に反するという点でも、原発という技術そのものが行き詰まっているという点からも、原発固執政治は破たんしており、「原発ゼロ」への決断こそ求められています。

　――「原発ゼロ」の政治決断を行い、原発の再稼働を中止し、すべての原発で廃炉のプロセスに入ります。川内原発を停止します。

　――核燃料サイクル（プルトニウム循環方式）からただちに撤退します。高速増殖炉「もんじゅ」、再処理工場などの関連施設は廃止します。

【2030年までに電力の４割を再生可能エネルギーで】

　再生可能エネルギーの普及は世界の大きな流れです。「原発ゼロ」に踏み出したドイツでは、再生可能エネルギーが2015年に発電量の30％に達しました。

　日本の再生可能エネルギーによる電力供給は１割程度にすぎません。電力会社は、「電力が不安定になる」と言って、再生可能エネルギー接続を制限・拒否し、政府もこうした電力会社の姿勢を容認・支援しています。「原発固執政治」が、再生可能エネルギー普及の最大の障害となっています。

　日本共産党は、2030年までに電力の４割を再生可能エネルギーでまかなうという目標をもって取り組むことを提案します。これは世界の再生可能エネルギー先進国に追いつくための最低限の目標です。その際、乱開発にならないよう地域環境に配慮しながら推進することが必要です。この道は、温室効果ガスの排出削減、地域経済の振興と雇用創出、エネルギー自給率の向上にとっても大きな効果があります。

	各国・地域の再生可能エネルギー電力目標

	EU
	２０３０年
	45%

	　ドイツ
	２０２５年
	40～45％

	　フランス
	２０３０年
	40%

	　スペイン
	２０２０年
	40%

	米カリフォルニア州
	２０３０年
	50%


　――2030年までに電力の４割を再生可能エネルギーでまかなう目標をかかげ、省エネ・節電の徹底と、再生可能エネルギー大幅導入の計画を立てて、実行していきます。

　――電力会社による再生エネルギー「買い取り拒否」をやめさせます。再生可能エネルギーの安定供給のために、広域的な送電網の整備や揚水ダムの活用など、調整システムの確立の条件を整備します。家庭や市民共同の取り組みに、適正な買い取り価格を保障します。

　――環境保全や住民の健康に配慮しながら計画的に推進します。

（５）基地のない平和な沖縄を――米軍新基地建設押しつけを中止します

　6月5日に投開票された沖縄県議選で、翁長知事与党が躍進、安定した過半数を確保し、日本共産党も５議席から６議席へと躍進しました。辺野古新基地建設を許さない「オール沖縄」の意思が、あらためて日米両政府に突きつけられました。

【日米地位協定の見直しもせず、基地建設強行を確認した日米首脳会談】

　元海兵隊員による残忍な事件を契機に、「全基地撤去」の声が大きくなっています。沖縄県議会は、初めて海兵隊の撤退を明記して、米軍基地の大幅な整理・縮小を求める決議を全会一致で採択しています。

　にもかかわらず５月２５日の日米首脳会談で、安倍首相は、基地撤去はおろか、米軍犯罪の温床となっている日米地位協定の見直しも求めませんでした。そればかりか、辺野古新基地建設を「唯一の選択肢」と推進を誓約したのです。沖縄県民の怒りも痛みもわからない安倍首相に、主権国家の代表者たる資格はありません。

【民主主義国家であるなら、新基地建設を断念し、米国と交渉すべきです】

　国と沖縄県は、福岡高裁那覇支部の「和解案」を受け入れ、辺野古での埋め立て工事は中止されています。埋め立て工事の中止は、「オール沖縄」の声が、日米両政府を追い詰めたことを意味します。

　福岡高裁那覇支部の「和解勧告文」は、「沖縄対日本政府という対立の構図」を地方自治法の「精神にも反する状況」と断じ、「沖縄を含めオールジャパンで最善の解決策を合意して、米国に協力を求めるべきである。そうなれば、米国としても、大幅な改革を含めて積極的に協力をしようという契機となりうる」としています。

　政府は、要求する相手を間違えています。沖縄県民に対して新基地建設を押しつけるのではなく、米国に対し、「オールジャパン」で普天間基地を無条件に返せと要求すべきです。

　いやしくも民主主義国家を標ぼうするならば、安倍政権は、県議会選挙に示された県民の意思を重く受け止めて、新基地建設をきっぱり断念すべきです。

　――沖縄県民の民意を無視した辺野古新基地建設を中止します。

　――普天間基地の無条件撤去を求めます。

　――米軍に不当な特権を与えている日米地位協定を抜本改正します。

　――基地のない平和で豊かな沖縄をつくります。

（６）女性の尊厳、人権の保障、自由と民主主義を発展させます

【女性への不当な差別、格差をなくし、女性が個人として尊重される社会に】

　日本の男女平等の到達は、発達した資本主義国のなかでもっとも遅れています。ところが、安倍政権がいう「女性の活躍推進」には、そのカナメとなる男女の賃金格差の是正や女性に対する差別の撤廃の政策はなく、もっぱら財界・大企業が要求する「成長戦略」のために、都合よく「女性を活用」するというものでしかありません。

　――男女賃金格差・昇進昇格差別などの是正をはかり、職場での男女平等をすすめます。

　――法律的にも社会的にも、個人としての尊厳、女性の人権が守られる社会をつくります。民法を改正し、選択的夫婦別姓を導入します。DV、性暴力被害の防止、被害者の保護と支援を充実させます。

　――あらゆる政策・意思決定の場に女性の平等な参加を保障します。国会と地方議会の議員の男女同数をめざします。

【言論・表現の自由を守ります。ヘイトスピーチを根絶します】

　安倍政権による放送の自由、言論の自由への権力的介入は重大です。高市早苗総務相が、放送内容を「政治的不公平」と判断した場合は放送局の電波を停止できると発言し、それを内閣があげて擁護しているのは大問題です。

　――放送・報道への政府による権力的な介入に断固反対します。

　――行政による「政治的公平」を口実にした市民の言論・表現活動や集会への不当な介入を許しません。

　――秘密保護法を廃止します。

　――民族差別をあおるヘイトスピーチを根絶します。超党派で成立させた「ヘイトスピーチ解消法」も活用して、政府が断固たる立場にたつことを求めます。

【民意が届く選挙制度に改革します】

　――“民意を削減する”国会議員定数の削減に反対します。

　――多くの「死に票」が生まれ、投票した過半数の民意が切り捨てられる小選挙区制を廃止します。

　――参議院、衆議院ともに、民意を正確に反映する比例代表中心の選挙制度に改革します。

　――カネで政治を歪める企業・団体献金（企業・団体によるパーティー券購入を含む）を禁止します。

　――政党助成金を廃止します。

【教育の自主性を守り、子どもの豊かな成長を保障する教育に】

　教育は子ども一人ひとりの幸せ、成長と発達のためにあります。教育を受けることは、何よりも子ども自身の権利として保障されなければなりません。ところが日本では、家庭の収入によって子どもの進路にも格差が生まれています。また、教育に政治や行政が権力的に介入することは、その自主性・創造性を損なうものであり、厳にいましめるべきです。安倍政権が進める「道徳の教科化」や、高校生の自主的活動を「教育の中立」の名で抑制しようとする動き、学問の軍事利用を推奨する「軍学共同」、国歌斉唱・国旗掲揚の押しつけなどは、教育の自由・学問の自由と真っ向から対立し、教育の自主性と豊かな発達保障を損なうものであり、許されません。　

　――すべての子どもたちの「人格の完成」を教育の根本目標にすえた、教育の民主的改革にとりくみます。

　――教育の国家統制を許さず、教育の自由、自主性を守り抜きます。

　――高校生の政治活動禁止・制限に反対し、主権者としての自由を守ります。

　――教育費負担の軽減、少人数学級など教育条件の整備にこそ政治が責任をはたすべきです。教職員の多忙化・非正規化を解決し、専門職として待遇の抜本的改善をはかります。

　――政府による大学への干渉をやめさせ、「大学の自治」を尊重します。

　――基礎研究を重視し、科学、技術の調和のとれた発展と国民本位の利用をはかります。軍学共同に反対し、科学・技術の利用には非軍事と「公開、自主、民主」の原則をつらぬきます。

（７）災害から国民の生命と財産を守る政治に　

　東日本大震災から５年がたちました。熊本では、震度７の地震が２度連続し、その後、1700回近くの余震が続くという、前例のない地震災害が起きました。豪雨や台風による水害、火山噴火による災害も続発しています。災害から生命と財産を守ることは政治の重要な使命です。

【被災者の生活と生業の再建を支援します】

　被災者が、自力で歩き出せるようになるまで国が支援する、不幸にして大きな災害に遭っても、生活と生業の再建への展望が持てる、そういう社会になってこそ、災害に強い日本と言えます。

　――被災者生活再建支援法の支援金を300万円から500万円に引き上げるとともに、対象を半壊などにひろげます。

　――自宅避難者をふくめ当面の生活の維持への支援をおこないます。

　――地域経済とコミュニティーの担い手である中小商工業者の事業の再建支援は、金融に限定せず事業所や事業用施設・設備再建を直接支援の対象にします。農畜産業、漁業、林業においても、農地の補修、畜舎、漁港の再建はじめ壊された施設・設備の再建・改修の支援を強化します。

　――被災者の自立にとって大きな障害となっている既存ローンの負担を軽減します。

　――被災住宅の被害判定は、浸水被害、液状化などの宅地被害にも対応し、失われた住宅としての機能を反映した判定基準とします。

【災害に強い社会と国土に、防災・減災のまちづくりを】

　防災対策は、災害が発生した後の応急対策や復旧・復興対策だけでなく、災害の発生を抑え、被害の拡大を防止するための予防対策を重視した対策が必要です。

　――防災を無視した乱開発をやめ、必要な防災施設の整備と安全点検を徹底するなど防災まちづくりをすすめます。事前の防災アセスメントの導入による災害の危険を無視した開発行為を規制します。

　――観測体制の整備をすすめ、消防や住民などを中心とした地域の防災力や自治体の防災体制を強化します。

　――熊本地震の教訓などもふまえ、耐震基準の適切な見直しをすすめます。

◆
日本共産党の躍進で、新しい政治、新しい政府をつくろう

　この参議院選挙で、日本共産党は、野党共闘の成功のために力をつくすとともに、党の躍進を必ず勝ち取るために、全力をあげて奮闘します。なぜ、日本共産党なのか。私たちの党の３つの値打ちを紹介します。

（１）安倍政権の暴走に確かな足場をもって対決し、政治を変える展望を示す党

　日本共産党が、安倍政権の暴走と真正面から対決できるのは、自民党政治にかわる新しい政治のしっかりした展望をもっているからです。

　安保法制＝戦争法の本質は、日米軍事同盟（日米安保条約）のこれまでとは質的に違う侵略的強化を取り決めた、日米「新ガイドライン」（防衛協力のための指針）の具体化にあります。戦争法を廃止することは、日米軍事同盟を絶対化する「アメリカいいなり政治」から抜け出す第一歩となります。それを実行するためには、日本国民多数の世論と支持を背景に、この法制にしがみつく内外の抵抗を打ち破る決意が必要です。

　日本共産党は、「アメリカいいなり政治」の根源である日米安保条約を、国民多数の合意で廃棄し、本当の独立国といえる平和日本を築くことを大目標としています。この党の躍進は、戦争法を廃止する確かな力となります。沖縄の米軍基地問題を根本的に解決していくうえでも大きな力となります。

　格差拡大の「アベノミクス」から国民の暮らし最優先の経済政策に転換するためにも、原発固執政治から抜け出すためにも、「財界・大企業優先」の古い政治にメスを入れることが必要です。大企業・財界の横暴な支配をやめさせ、国民の暮らしを守る「ルールある経済社会」をめざす日本共産党の躍進は、その最大の保障となります。

（２）国民の共同、野党の共同を何よりも大切にし、共同の力で政治を変える党

　日本共産党は、党の綱領で、どんな社会の改革も国民の共同の力で進めるという大方針をかかげ、共同の力で政治を変えることを追求してきました。この立場で、野党と市民の共闘の前進のために誠実に努力してきました。

　この間、私たちは、野党共闘を前進させるために、二つの大きな決断をしてきました。

　第一は、戦争法が強行された９月１９日に「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」を提唱し、野党の全国規模での選挙協力という、党の歴史上でも初めての方針を打ち出したことです。立憲主義の破壊という非常事態と、「野党は共闘」という市民の切実な願いを受け、従来の方針を思い切って発展させる必要があると考え、この提案を行いました。この提案は、今日の野党と市民の共闘の前進への貢献になったと考えます。

　第二は、２月１９日の５野党党首会談の合意を受けて、「参院１人区では思い切った対応を行う」と表明したことです。私たちが擁立した候補者の「かなりの人をおろす」という決断をしてでも、野党共闘を前進の軌道にのせなくてはならないと考えました。これが、全国３２の１人区での野党共闘の実現につながったと考えます。

　日本共産党の野党共闘の方針が、現実を動かす力を発揮できたのは、２０１３年の参院選と、１４年の総選挙で躍進させていただいたおかげです。日本共産党がさらに躍進し、政界での力を大きくすることは、野党と市民の共闘を前進させる確かな力となります。「力あわせ、未来ひらく」――日本共産党を大きく伸ばしてください。

（３）安倍政権に代わる責任ある政権構想＝『国民連合政府』を提唱する党

　日本共産党は、安倍政権に代わる責任ある政権構想――「国民連合政府」を提唱しています。本気で戦争法を廃止し、集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回を実行しようとすれば、政府が必要になります。本気で安倍政権を倒そうとすれば、倒した後の政権構想を示すことが必要になります。まだ野党間で、政権問題の合意には至っていませんが、どの野党にも問われる問題です。

　私たちは、「戦争法廃止、立憲主義回復」の一点で一致するすべての政党・団体・個人が共同して、「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」を樹立することを呼びかけています。この政府は、「戦争法の廃止、立憲主義回復」の一点を基礎とした政府ですから、暫定的な性格を持った政府ですが、他の国政上の課題についても、「相違点は横に置き、一致点で合意形成をはかる」という原則で対応するなら、国民に責任を持った政権運営が十分可能だと考えています。

　私たちは、「国民連合政府」こそが、安倍政権に代わる現実的で合理的な政権構想だと確信しています。日本共産党の躍進で、「国民連合政府」への扉をこじ開けようではありませんか。立憲主義・民主主義・平和主義をつらぬく新しい政治、国民一人ひとりの「個人の尊厳」を守り、尊重する政治をつくるために、ごいっしょに力をあわせましょう。

年金施策に重点＝憲法に触れず－公明公約【１６参院選】
　公明党は９日、７月の参院選に向けた公約を発表した。消費税増税の再延期で財源不足が避けられない社会保障施策について「可能な限り実現を目指す」と強調。重点項目として、年金受給に必要な保険料納付期間を２５年から１０年に短縮する措置の推進や、低年金者への最大月額５０００円の早期支給などを掲げた。
　社会保障の充実に必要な財源は、赤字国債に頼らず、「これまでの経済政策による果実」を活用する方針を示した。２０１９年１０月の消費税率１０％への引き上げと同時に、軽減税率を確実に導入することも明記した。
　憲法について、同党はこれまで環境権の追加などを主張してきたが、今回の公約では全く触れなかった。山口那津男代表は記者会見で「争点にならないものは掲げていない」と説明した。　
　原発の新設を認めない方針を示す一方、１４年の衆院選公約で明記した「４０年運転制限制を厳格に適用」との記述を今回はなくした。関西電力高浜原発１、２号機の４０年超の運転が現実味を帯びていることを考慮したとみられる。
　甘利明前経済再生担当相の政治資金問題などを踏まえ、政治資金規正法を改正し、秘書など会計責任者に対する政治家の監督責任強化を目指すことも盛り込んだ。（時事通信2016/06/09-18:59）
公明公約要旨【１６参院選】
　公明党が９日発表した参院選公約の要旨は次の通り。
　【経済】２０１９年１０月に消費税率を１０％に引き上げ、同時に軽減税率実施▽プレミアム付き商品券・旅行券の発行検討。
　【エネルギー】原発の新設は認めない。
　【社会保障】これまでの経済政策による果実活用を含め、財源を確保し可能な限り実現▽年金受給資格期間の短縮推進▽低年金者への給付金早期実施▽低家賃住宅を１００万戸整備。
　【若者】給付型奨学金を創設▽無利子奨学金の残存適格者解消▽若者政策担当相・部局の設置▽被選挙権年齢の引き下げ。
　【防災・減災】「災害庁」設置視野に専門人材確保。
　【外交・安全保障】不断の外交努力と平和安全法制の両輪で、戦争を未然に防ぐ抑止力を高め、国際社会の平和と安全に一層貢献。
　【政治改革】政治資金規正法を改正し、秘書など会計責任者への政治家の監督責任を強化。（時事通信2016/06/09-18:38）
公明参院選公約、改憲に触れず　山口氏「争点にならない」

共同通信2016/6/9 18:47

　公明党は9日、返済不要の給付型奨学金の創設などを明記した参院選公約を発表した。2014年の衆院選公約に盛り込んでいた憲法改正には触れなかった。山口那津男代表は記者会見で、改憲を巡る議論が成熟していないとした上で「今回、争点にはならない。国会の憲法審査会などを通じて議論を深め、国民の理解を広げるのが基本だ」と述べた。

　14年衆院選と13年参院選の公約では「当面する重要政治課題」として改憲を取り上げ、環境権など新たな理念を条項として加える「加憲」が現実的だと記した。有権者の賛否が割れる改憲を明記することは、得策でないと判断したとみられる。

産経新聞2016.6.9 21:45更新 
【２０１６参院選】公明党が公約発表　憲法改正には触れず　「争点として成熟していない」

参院選公約を発表する公明党の山口代表＝９日午後、東京都新宿区の党本部 
　公明党は９日、参院選公約を発表した。消費税率１０％引き上げの再延期を表明する一方で、増税を前提とした子育て支援などの社会保障充実策は赤字国債に頼らず可能な限り実現を目指すと強調。「１８歳以上」への選挙権年齢引き下げを踏まえ、給付型奨学金の創設など若者向け政策を打ち出した。平成２６年衆院選公約に盛り込まれていた憲法改正には触れなかった。
　公約では安倍晋三首相の経済政策「アベノミクス」の成果を念頭に、社会保障充実策について「経済政策による果実を活用することを含め、財源を確保」するとした。消費税増税時には軽減税率を円滑に導入することも明記。経理方法などの情報提供や企業のシステム対応に支援策も講じる。
　同一労働同一賃金の実現に向けて、正社員の約６割とされる非正規労働者の時給について８割程度への引き上げを目指すとした。長時間労働是正のため、時間外労働の上限規制導入の検討も進める。
　政治とカネの問題を踏まえ、会計責任者への議員の監督責任を強化する政治資金規正法の改正も盛り込んだ。熊本地震や東日本大震災の発生を受け、災害庁の設置を視野に入れた専門人材の確保にも努める。
　山口那津男代表は記者会見で「公明党が存在する安定政権で、国民の暮らしを守り、希望ある日本の未来を開いていく」と訴えた。憲法改正を盛り込まなかった理由には「国民に選択肢を示す争点として、成熟していない」と説明した。
参院選 公明、福祉重視の公約…憲法改正には触れず
毎日新聞2016年6月9日　22時02分（最終更新　6月9日　22時02分）
　公明党は９日、参院選の公約を発表した。４月にまとめた「重点政策」を拡充したもので、消費税率の１０％への引き上げを再延期しつつ、社会保障充実策の財源で「赤字国債に頼らない」と明記し、自民党公約と足並みをそろえた。増税再延期で実施時期が不透明となった無年金者対策や「年金生活者支援給付金」の早期実現を掲げ、アベノミクスの成果を再分配する「福祉重視」の姿勢をアピール。一方、憲法改正には一切触れなかった。 
　公約では、デフレ脱却のために消費増税延期は必要だと指摘し、導入を求めた軽減税率制度については引き上げ時の「円滑な実施」を強調し、制度実施に向けた支援策の拡充を記した。社会保障分野では、消費増税による税収増で実現する予定だった年金の受給資格期間の２５年から１０年への短縮や、最大で年６万円を支給する低年金者対策も盛り込んだ。 
　財源は「赤字国債に頼らず、経済政策による果実の活用を含め、財源を確保する」と具体策に言及しなかった。需要喚起策としてプレミアム付き商品券の発行を掲げたほか、「若者や女性が活躍できる希望社会」の実現へ向けて、返済不要の「給付型奨学金」の創設にも取り組む。 
　２０１４年衆院選や１３年参院選の公約では、憲法に新たな条項を加える「加憲」の項目があったが、今回は触れていない。山口那津男代表は９日の記者会見で「今回の選挙は、憲法改正の成熟した選択肢が実現していないので、争点にはならないと考えている」と説明した。【高橋克哉】 
公明 参議院選挙公約「経済対策と社会保障の充実を」
NHK6月9日 19時00分
公明党は参議院選挙の公約を発表し、景気に力強さを与え、家計に実感を届けることが必要だとして、プレミアムつきの商品券の発行などの経済対策や、年金の受給資格期間の短縮などの社会保障の充実を打ち出しています。
公明党は９日、山口代表が記者会見し、参議院選挙の公約を発表しました。
この中で、景気に力強さを与え、家計に実感を届けることが必要だとして、プレミアムつきの商品券などの発行を検討することや、非正規労働者などを対象に公営住宅の空いている部屋などを低い家賃で提供する「セーフティーネット住宅」を１００万戸整備することなどを盛り込んでいます。
　また、経済の好循環を確かなものとするため、消費税率の１０％への引き上げを２０１９年１０月に再延期し、軽減税率制度は「税率の引き上げと同時に円滑に実施する」と明記しています。
　そのうえで、社会保障の充実は、赤字国債に頼ることなく、経済の底上げに伴う税収の増加分を活用するなどして財源を確保し、可能なかぎり実現を目指すとしています。
　そして、年金を受け取れない人を減らすため、受給資格の取得に必要な保険料の納付期間を今の原則２５年から１０年に短縮することや、低所得の年金受給者に最大で年間６万円を支給する制度を早期に実施するなどとしています。
　一方、公約では、憲法改正については触れていません。
　山口代表は「経済再生はまだ道半ばで、中小企業や地方、家計へとアベノミクスの実感を行き渡らせることが目標だ。憲法改正は、国民に選択肢を示すほど争点としては成熟しておらず、公約に掲げていない」と述べました。
民進「マニフェスト」使わず＝「国民との約束」１５日発表【１６参院選】
　民進党の岡田克也代表は９日の記者会見で、参院選で掲げる同党の公約に「マニフェスト」の呼称を使わないことを明らかにした。「民進党の重点政策・国民との約束」と題する公約を１５日に発表する。前身の旧民主党は国政選挙の公約をマニフェストと呼んでいたが、合流した旧維新の党出身者にも配慮し、「分かりやすい言い方」（岡田氏）に改めるという。　
　マニフェストは本来、実現を目指す政策の数値目標や財源を明示した公約集のこと。政権に就く前の旧民主党などが提唱し、２００３年衆院選で各党が本格的に導入した。自民党も同じ呼称を使ったことがあるが、「民主党政権の失敗で『マニフェスト』という言葉のイメージは地に落ちた」として、現在は「政権公約」に統一している。（時事通信2016/06/09-18:11）
参院選 民進「改憲勢力２／３阻止」…ポスター発表
毎日新聞2016年6月9日　22時00分（最終更新　6月9日　22時47分）
　民進党の岡田克也代表は９日、参院選に向けた同党のポスターを発表した。３種類のうち一つは岡田氏の上半身の写真に「まず、２／３をとらせないこと。」との文字を合わせた。憲法改正発議には衆参両院の３分の２の賛成が必要で、参院選で与党などの「改憲勢力」の３分の２確保阻止を呼びかける。党内には事実上の勝敗ラインを示したとの受け止めが広がった。【野口武則、松本晃】 
　民進党は３月の結党時に、岡田氏が暫定的に代表を務め、参院選後の９月末までに代表選を実施すると決めている。ただ、参院選の結果次第で岡田氏の進退問題に発展するとの見方が党内には強く、勝敗ラインについて岡田氏は明言を避け続けている。岡田氏は９日の記者会見で、ポスターの狙いについて「憲法９条改正を安倍晋三首相は考えている。そういう状況を作らせない、ということだ」と語った。３分の２阻止が勝敗ラインか問われると、「勝敗ラインではない」と否定した。 
　参院定数（２４２）の３分の２は１６２議席。非改選の１２１議席のうち、安倍政権での改憲に反対する野党４党は２７議席（民進１７、共産８、社民１、生活１）にとどまる。非改選組の無所属など１０議員の改憲へのスタンスは一様でないため、参院選で４野党系が「３分の２」を阻止するには５４議席の獲得が必要だ。岡田氏は会見で４党で３分の１を確保するか聞かれたが、「答えない」と述べた。 
　岡田氏が明言を避ける理由を、若手議員は「勝敗ラインを示して下回れば、（９月予定の）代表選に出馬できなくなるから」と推測する。２０１３年参院選で民主党（当時）は１７議席、１０年は４４議席。４野党で共闘する今回は単純比較できないが、党内には勝敗ラインを巡りさまざまな見方が飛び交う。「民進党で３０議席以上必要」（党関係者）との見方や、「３０議席でも改憲勢力３分の２を許したら負けだ」（党幹部）との声のほか、非執行部系には「与党に過半数を取られるのが前提なのか」と「３分の２阻止」という岡田氏の方向性への疑念もある。 
「２／３をとらせない」＝民進が参院選ポスター【１６参院選】


民進党の参院選に向けたポスターを発表する岡田克也代表（右）＝９日午後、東京・永田町の同党本部
　民進党は９日、参院選のポスターを発表した。正面を見据えた岡田克也代表の写真の横に、青い文字で「まず、２／３をとらせないこと。」とのキャッチコピーを大書した。３分の２は憲法改正発議に必要な議席数。岡田氏は「安倍晋三首相は憲法改正を争点から隠そうとしているが、それは許さないという決意の表れだ」と説明。「これは勝敗ラインではない」とも付け加えた。
　ポスターは３種類。岡田氏の顔写真に「国民（あなた）と進む。」と民進党の立党精神を掲げたものと、文字だけで「人からはじまる経済再生。」と国民生活重視を訴えたものも用意した。（2016/06/09-17:22）
産経新聞2016.6.9 23:44更新 
【２０１６参院選】「まず、２／３をとらせないこと」民進党が選挙ポスターで“大胆”なキャッ
　民進党は９日、参院選のポスターを発表した。改憲勢力による３分の２以上の議席獲得阻止を訴えるため、「まず、２／３をとらせないこと。」とのキャッチコピーを大書したポスターなど３種類を用意した。
　岡田克也代表は記者会見で「安倍晋三首相は憲法９条の改正を考えている。危機感を国民に持っていただきたい」と強調した。一方、３分の２を確保させないという目標は「勝敗ラインではない」とも述べた。
　他の２種類のポスターには「国民（あなた）と進む。」と「人からはじまる経済再生。」と記載した。
民進 岡田代表“３分の２を阻止し上積み目指す”
NHK6月9日 18時03分
民進党の岡田代表は記者会見で、安倍政権の下での憲法改正を認めない立場から、参議院選挙では、憲法改正を目指す勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を確保することを阻止したうえで、議席の上積みを目指す考えを重ねて示しました。
この中で民進党の岡田代表は、今月２２日に公示される参議院選挙について、「安倍総理大臣は憲法改正を当然考えていると思う。そういう状況を作り出さないことが最低限で、そこから、さらに議席を積み上げていくという決意だ」と述べ、憲法改正を目指す勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を確保することを阻止したうえで、議席の上積みを目指す考えを重ねて示しました。
　また、岡田氏は、安倍総理大臣が来年４月の消費税率の引き上げを再延期する考えを表明したことについて、「国会が閉じた瞬間に再延期を表明し、国会で議論するチャンスが全く失われたままだ。国民に信を問うと言うのであれば、堂々と国会の場で表明して議論すべきだった。非常にこそくなやり方に腹を立てている」と述べ、安倍総理大臣の対応を批判しました。
産経新聞2016.6.9 22:40更新 
【２０１６参院選】民進党・前原誠司元外相、市民連合との政策協定合意「党の決定ではない」
　民進党の前原誠司元外相は９日のＢＳフジ番組で、民進、共産、社民、生活の野党４党の幹部が７日に「野党統一候補」を支援する市民団体で構成する「市民連合」と、参院選に向けて「安全保障関連法廃止」などの政策協定で合意したことについて「合意したことを知らないし、党の決定ということではない」と述べた。
　前原氏は「今、参院選で（民進党所属国会議員は通常国会会期末の）６月１日から国会にはおらず、地元や全国の応援に回っている。少なくとも党の全体会議で、みんなで認識して決めたものではない」と強調した。
　合意した政策に、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設中止が含まれていることについては「沖縄県議選を前提に行われたものだと認識している。基地問題は党利党略で議論する話ではないし、選挙でこちらが有利だからこう言おうという話では決してない」と語った。
　ただ、政策協定の合意は５日投開票の県議選後で、前原氏は番組後、周囲に「県議選を前提に行われた」との発言を勘違いと修正した。
　また、前原氏は番組で、憲法９条の改正に関しては、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が朝鮮戦争を機に占領政策を転換し、警察予備隊（後の自衛隊）を創設した経緯に触れ、「本来はそのときに憲法改正ができたら良かった」とも指摘した。
　野党各党の幹部と「市民連合」が、参院選に向けて「憲法改正の阻止」でも合意したことについては「どういう文脈か分からないのでコメントは差し控える」と述べるにとどめた。
産経新聞2016.6.9 16:55更新 
「自衛隊や皇室などに対する考えもバラバラ。街頭に出て何を訴えるの？」　おおさか維新・馬場伸幸幹事長が野党共闘を批判

おおさか維新の会の馬場伸幸幹事長＝９日午前、東京・永田町の衆院第一議員会館（斎藤良雄撮影） 
　おおさか維新の会の馬場伸幸幹事長は９日の記者会見で、参院選に向けて共闘する民進党など野党４党を批判した。「自衛隊、安全保障、皇室、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関して考え方がバラバラの政党が一緒に選挙をする。街頭に出て何を訴えるんでしょうね？」と指摘。その上で「そのような政党は国民から見放されるのではないか」と酷評した。
　馬場氏は「きちっとした思想信条を持って有権者に熱く訴えていく。コツコツとやるしかない」とも強調した。
産経新聞2016.6.9 01:00更新 
【阿比留瑠比の極言御免】リベラル派は「中二病」！？　どおりで「セカイ系」使命感にこちらが恥ずかしくなる…
　８日付の産経新聞政治面をみると、民進、共産、社民、生活の野党４党が学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」など市民団体で構成する「市民連合」と共同記者会見を行った記事が載っていて、改めてまだこんなことをやっているのかとうんざりした。
　「日本をまともな国にしておきたいなら、ともかく選挙で与党を負かせる（※ママ）しかない」
　「安倍（晋三首相）は、ジンバブエのムガベ（大統領）の如き独裁者の道をひた走る」
　市民連合の呼びかけ人で記者会見にも出席した山口二郎法政大教授は、５月３１日付の自身のツイッターにこう書き込んでいた。日本語としておかしい上、相変わらずの根拠不明の決め付けである。
「一番ダサイ人たち」
　山口氏といえば、安倍首相に対する「お前は人間じゃない」との言葉で有名だが、同席した各党トップらも同じような考えなのだろうかと疑わざるを得ない。野党側の意気込みや思惑がどうあれ、実社会に生きる有権者の広範な支持を集めるのは難しいだろう。
　現に市民団体などの運動について、政府・与党側は冷めた視線を送っている。例えばこんな評価を聞く。
　「シールズは、若者から一番ださい人たちと思われている」（政府高官）
　「昨年夏の反安全保障関連法のデモは、一夜明けたら雲散したハロウィーンのばか騒ぎみたいだった」（公明党幹部）
　こうした与野党の受け止め方の違いはどこからくるのか。評論家の浅羽通明氏の著書『「反戦・脱原発リベラル」はなぜ敗北するのか』（ちくま新書）を読むと、市民団体のデモや、左派・リベラル文化人らの主張が、なぜ力を持たないのかが詳細に分析されていた。
　この本は、産経新聞に対する批判も出てくるし、趣旨やものの見方に異見も少なくないが、ともかく面白いので紹介したい。浅羽氏はリベラル派の地に足の着かないあり方、その弱点についてこう説く。
奇妙な使命感
　《リアルな生活現実世界とまた「別」な、バーチャル（仮想）脳内観念世界での闘いを語ってしまう》
　《６０年安保闘争を支持した昭和の知識人と、脱原発デモや安保関連法反対デモを称えた平成の（中略）奥田愛基氏らとは、思考の枠組みがほんとうに変わらないのです》
　《彼らが何かというと、「バーチャル脳内観念世界」へ話を持っていきたがるのは、（中略）彼らがセカイ系で中二病だから》
　ここで言う「セカイ系」とは、日常を生きる自分が世界の命運を担うというアニメーションによく出てくる設定のことだ。また、「中二病」とは自意識に目覚めて無意味に反抗的になったり、はたから見ると「痛い」背伸びをしたりすることなのだという。
　なるほど、奇妙な使命感に駆られた彼らをみるとこっちが恥ずかしくなるのは、「中二病」を発症した少年少女を正視しているようなものだからかとすとんと腑に落ちた。
　ちなみに、浅羽氏は昨年９月３日付の当コラムが「弾圧も粛清も絶対にされない環境でデモをすることが、そんなにもてはやすべきことなのか」と書いた部分も引用し、「この一文は昨今話題のデモの弱点をずばり突いていましたね」と評価してくれていた。
　ただ、浅羽氏がこれを筆者の「揶揄」と受け取っていたのは誤解である。「そんなの普通はおかしいだろう」という率直な疑問を表明したつもりだった。
（論説委員兼政治部編集委員）
小沢氏、統一名簿構想を断念＝生活、改選２議席確保へ全力【１６参院選】
　生活の党は９日、７月の参院選の比例代表選で目指していた野党各党による統一名簿構想を断念した。民進党など他党の理解が得られなかったためで、生活の小沢一郎代表は同日、国会内で記者団に「（参院選では）残念ながら結果としてできない」と明言した。生活は、今後の国政選挙でも同構想の実現を目指すが、参院選には単独で臨む。
　一方、同党の谷亮子参院議員（比例代表）は９日、参院選に同党からは出馬しない意向を表明。これについて小沢氏は、記者団に「確実に当選させられるから出てくれと言えば出たかもしれないが、絶対大丈夫だと言うわけにもいかない」と語り、谷氏の意向を尊重したことを明らかにした。
　同党所属の衆参議員は谷氏を含め５人で、参院選で２人が改選を迎える。政党要件の「国会議員５人以上」の維持に向け、改選２議席確保に全力を挙げる構えだ。ただ、全国的な知名度を誇る谷氏の不出馬は、同党にとって痛手となりそうだ。　（時事通信2016/06/09-20:22）
ＴＰＰ、自民へ募る不満＝野党陣営には温度差－見えぬ農業票の行方【１６参院選】
　７月の参院選では、改選数１の「１人区」の多くで「農業票」の争奪戦が過熱しそうだ。自民党は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の合意をてこに「攻めの農業」をアピール、支持拡大を狙う。ただ、ＴＰＰに懸念を抱く農家が多いことも事実。共闘を進める野党陣営は「安倍政権が進めるＴＰＰ」には反対を掲げるが、ＴＰＰ自体には推進論もあり、一枚岩ではない。
　「日本の伝統や文化を守ってきたのが農業に従事してきた皆さんだ。農は国の基。大切な農業を守るためにはしっかりと改革し、攻めていかなければならない」。安倍晋三首相は９日、遊説先の山形市内で街頭演説し、こう訴えた。
　ＴＰＰは安倍政権の成長戦略の「切り札」だ。自民党は参院選公約で、「農業など守るべきものは守りつつ、ＴＰＰの活用などにより、アジアの海外市場をわが国の経済市場に取り込む」とうたい、ＴＰＰを起爆剤として、輸出を農林水産業の「稼ぎの柱」にすると打ち出した。
　ただ、ＴＰＰ合意でコメなど農産物重要５項目の「聖域」が守られたかは、見解の相違が残る。コメは外国産米の流入に「抜け道」が残され、輸入牛・豚肉の関税は段階的に削減・撤廃されることになり、野党側は「『聖域を確保した』という説明は強弁だ」と政権批判を強める。
　自民党への鬱積（うっせき）した不満が表面化したのが東北地方。青森、岩手、宮城、秋田、山形５県の農協政治連盟（農政連）など農協系団体は、参院選への対応について、それぞれ「自主投票」で臨むことを決めた。
　特に山形選挙区の自民候補は、全農山形県本部副本部長を務めた、いわば「身内」。自主投票の決定に、自民党中堅は「党への根深い不信感がある」と危機感を強め、民進党は「事実上の野党支持だ」（党関係者）と歓迎している。
　◇野党に温度差も
　「（ＴＰＰ交渉過程の）情報が開示されないと判断できない。今のままでは反対だ」。民進党の岡田克也代表は９日の記者会見で、秋の臨時国会に継続審議となったＴＰＰ協定案・関連法案への対応についてこう強調。同党など野党４党が市民団体と交わした政策協定には「ＴＰＰ合意に反対」も明記された。
　しかし、民進党内には、民主党政権時代に経済連携を推進した経緯から、ＴＰＰ賛成論者も多い。一方、共産党は「ＴＰＰ断固反対」を貫いており、同党の小池晃書記局長は９日の福島市内での街頭演説で「ＴＰＰのＴの字も言えない結果を一緒に出していこう」と呼び掛けた。
　農業者側にも野党間の温度差に戸惑いがあり、秋田の農協関係者は「民進党の能力がどうなのかも自主投票とした理由だ」と明かす。与野党は今後、単位農協などに照準を定め、支持獲得に奔走することになりそうだ。（時事通信2016/06/09-19:14）
元米兵を殺人と強姦致死容疑で再逮捕　沖縄・女性遺棄
朝日新聞デジタル2016年6月9日13時49分
　沖縄県うるま市の女性（２０）が遺体で見つかった事件で、県警は９日午後、元米兵で米軍属のシンザト・ケネフ・フランクリン容疑者（３２）＝死体遺棄容疑で逮捕＝について、殺人と強姦（ごうかん）致死の容疑で再逮捕した。捜査関係者への取材でわかった。
　捜査関係者によると、シンザト容疑者は４月２８日夜ごろ、うるま市内をウォーキング中だった女性を強姦しようと棒で殴って襲い、刃物で刺すなどして殺害した疑いがある。
沖縄県警 　米軍属を再逮捕…女性殺害と強姦致死容疑
毎日新聞2016年6月9日　20時35分（最終更新　6月10日　00時23分）
　沖縄県うるま市の女性会社員（２０）が遺体で見つかった事件で、県警は９日、死体遺棄容疑で逮捕した元米海兵隊員で米軍属のシンザト・ケネフ・フランクリン容疑者（３２）＝同県与那原（よなばる）町＝を殺人と強姦（ごうかん）致死の両容疑で再逮捕した。「今は申し上げることはできない」と認否を留保しているという。 
　先月１９日の逮捕当初は「女性に乱暴するためにナイフや棒を事前に準備した」と供述していたといい、県警は面識のない女性を計画的に襲ったとみて追及する。 
　逮捕容疑は４月２８日夜、うるま市塩屋で性的暴行を目的に女性の頭を棒で殴り、草むらに連れ込んで首を絞め、刃物で体を刺すなどして殺害したとしている。 
　捜査関係者によると、防犯カメラの映像や携帯電話の位置情報などから、シンザト容疑者がウオーキング中の女性を襲った地点を同市塩屋地区と特定。遺体の骨にはナイフによるとみられる傷も残っており、県警は強い殺意を持って刺したとみている。性的暴行については、当初の供述や遺体の状況などから目的を遂げなかったとしている。 
　一方、那覇地検は９日、シンザト容疑者を死体遺棄罪で那覇地裁に起訴した。【尾垣和幸、平川昌範】 
表面化「氷山の一角」 
　沖縄県によると、県内で起きた米軍関係者による凶悪犯罪（殺人、強姦、強盗、放火）は２００６〜１５年の１０年間で３１件。本土復帰（１９７２年）直後の１０年間の３９６件に比べると、件数は１０分の１以下まで減った。しかし、米軍が綱紀粛正や再発防止を約束しても絶えない犯罪に県民の反基地感情は強く「表面化している事件は氷山の一角」との声も上がる。 
　同県浦添市のアルバイトの女性（２１）は中学３年の頃、コンビニエンスストアで泥酔した米兵とみられる男に性交渉を求められた。男の知人が間に入って止めてくれたが、「怖かった。基地の外ではあまり飲酒できないようにしてほしい」と訴える。 
　同県渡嘉敷村の公務員の女性（４６）は高校教諭だった数年前、教え子の女子生徒から「米軍関係者に性的暴行を受けた」と相談を受けたという。「被害届は出さなかったらしい。隠れた事件はたくさんあるのではないか」と指摘した。【平川昌範、佐野格】 
しんぶん赤旗2016年6月10日(金)

米軍属再逮捕　基地なくすしか　沖縄「我慢し続けた。もう限界」

　沖縄県うるま市の２０歳の女性会社員が遺体で見つかった事件で、元米海兵隊員だった米軍属のシンザト・ケネフ・フランクリン容疑者(３２)が殺人と強姦（ごうかん）致死容疑で再逮捕されたことに対し、県民からは怒りの声が相次ぎました。

　今帰仁（なきじん）村の女性(６２)は「大事に育てられた大切な命が奪われてしまった。残酷で許せない。人を殺す訓練をする基地があることで事件につながる。怒りは頂点に達しています。何度訴えても繰り返される現状を変えるには、基地自体を無くすしかない」と話しました。

　豊見城（とみぐすく）市の女性(６６)は「県民の人権が踏みにじられている。人を殺す軍隊という構造に莫大（ばくだい）なお金をかけているのもおかしい。軍隊を一掃しないといけない」と話します。

　沖縄市の女性(７３)は「悲しくて、悔しい。被害女性に何もしてあげられなかった自分に対する腹立たしさもあります。二度と繰り返さないためにも全基地を撤去しないといけない」と言いました。

　戦争を体験した浦添市の男性(７９)は「基地に事件はつきもの。日本政府が米軍基地を沖縄に置き続けたこともいけない」と話しました。

　南城市の女性(７３)は「基地がある限り、事件がもう起こらないと言えない。基地が無くなるまで抗議し続ける」と憤りました。

　八重瀬町の女性(６０)は「戦後７０年間、沖縄は我慢し続けてきたけど､もう限界｡怒りを通り越している。基地の整理縮小ではだめ。米軍は沖縄から出ていってほしい。県民は全基地撤去とはっきり言っていい。１９日の県民大会（午後２時開会、那覇市の奥武山陸上競技場）はそのスタートになると思う」と話しました。

ウミンチュ追って３０年超　中村征夫さんモノクロ集大成
朝日新聞デジタル伊藤恵里奈2016年6月9日14時49分

中村征夫写真集「遙かなるグルクン」から




　世界の海を半世紀にわたり撮り続ける写真家の中村征夫（いくお）さん（７０）が、最新写真集「遙かなるグルクン」（日経ナショナルジオグラフィック社）を出版した。沖縄の県魚グルクン（タカサゴ）の伝統漁に生きる人々を、３０年以上追い続けたモノクロ写真の集大成。中村さんは５月、大阪市北区の中之島フェスティバルタワーで開かれた講演会で、約１００人を前に撮影時のエピソードを話した。
　中村さんはダイビング雑誌の取材で沖縄を訪れた１９７０年代、グルクン漁のウミンチュ（海人＝漁師）と知り合った。ウミンチュの中には貧しい家に生まれて、幼い頃に漁師の家に売られた人も。沖縄のきれいな海のイメージとかけ離れたウミンチュの厳しい人生と、海で懸命に働く姿にひかれて追い続けた。
　サンゴ礁の上を群れで泳ぐグルクンを、ウミンチュたちが集団で巨大な袋網の中に追い込む漁の写真は圧巻だ。さらに、深いしわが刻まれ日焼けした顔で遠くをみつめる姿や、漁の合間のくつろいだ表情にもレンズを向けている。
竹下さんと知花さん対談　２４日に食糧支援の視察報告会
朝日新聞デジタル2016年6月9日01時30分

国連ＷＦＰ視察報告会で食糧支援などについて考える＝スリランカ・マナー地区ヴァッダガンダル学校、まゆみ瑠衣さん撮影、国連ＷＦＰ提供
　東京都渋谷区の国連大学で２４日、国連ＷＦＰ視察報告会「竹下景子×知花くらら～私たちにできること」が開かれる。５月にスリランカを訪問した竹下さんと、６月にマラウイを訪問した知花さんのトークショーや対談がある。紛争や自然災害に見舞われ、飢餓や貧困に苦しむ人々への食糧支援などについて考える。午前１０時半～午後０時半。参加無料。定員２００人（先着）。申し込みは国連ＷＦＰのサイト（www.wfp.org/jp）で。
